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産業構造審議会イノベーション・環境分科会 

第１回排出量取引制度小委員会 

議事録 

 

◼ 日時：令和７年７月２日（水）９：００～１２：００ 

◼ 場所：対面・オンライン開催（Teams） 

◼ 出席者 

＜委員＞ 

（委員長） 

大橋 弘   東京大学 副学長・大学院経済学研究科 教授 

（委員）※オンライン出席３名 

秋元 圭吾  公益財団法人地球環境産業技術研究機構  

システム研究グループグループリーダー・主席研究員 

有村 俊秀  早稲田大学政治経済学術院 教授・環境経済経営研究所 所長 

池田 三知子 一般社団法人日本経済団体連合会 環境エネルギー本部長 

上野 貴弘  一般財団法人電力中央研究所 社会経済研究所 研究推進 

マネージャー(セキュリティ・サステナビリティ) 上席研究員 

髙村 ゆかり 東京大学未来ビジョン研究センター 教授 

冨田 珠代  日本労働組合総連合会 総合政策推進局 総合局長 

望月 愛子  株式会社経営共創基盤（ＩＧＰＩ） 取締役ＣＦＯ 

諸富 徹   京都大学公共政策大学院 教授 

吉高 まり  一般社団法人バーチュデザイン 代表理事 東京大学教養学部 客員教授 

 

＜オブザーバー＞ 

財務省、農林水産省、国土交通省、国土交通省、環境省、脱炭素成長型経済構造移

行推進機構、日本商工会議所、日本公認会計士協会、一般社団法人温室効果ガス審

査協会 

 

＜事務局（経済産業省）＞ 

畠山経済産業政策局長 兼 首席ＧＸ推進戦略統括調整官 
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龍崎資源エネルギー庁次長 兼 内閣官房 ＧＸ実行推進室次長 

伊藤ＧＸグループ長 

ＧＸグループ 福本審議官（脱炭素成長型経済構造移行推進担当） 

ＧＸグループ 中原環境政策課長 

ＧＸグループ 若林参事官 兼 環境経済室長 

 

◼ 議事概要 

○若林参事官  それでは、定刻となりましたので、ただいまより第１回排出量取引制度

小委員会を開催いたします。 

 事務局を務めさせていただきます経済産業省ＧＸグループ参事官の若林でございます。

どうぞよろしくお願いいたします。 

 本日は御多忙の中、委員、オブザーバーの皆様にお集りいただき、誠にありがとうござ

います。 

 本日の委員会は、対面及びオンラインのハイブリッド形式にて開催いたします。また、

所用により、有村委員は 10 時半頃までの御出席となります。 

 本委員会の審議は公開とし、本日の審議の様子については YouTube にてライブ配信を行

います。議事要旨につきましては、委員会終了後、発言者に御確認いただいた上でホーム

ページに公開いたします。 

 次に本日の配付資料の確認をさせていただきます。本日の資料は３点になります。１点

目が議事次第、２点目が委員名簿、３点目が事務局説明資料です。オンラインで御参加の

皆様は Teams 上で投影している資料を御確認ください。資料の不足や御不明点等がござい

ましたら、事務局までお知らせいただきますよう、よろしくお願いします。 

 それでは、議事に先立ちまして、昨日、経済産業政策局長・主席ＧＸ推進戦略統括調整

官に着任した畠山より御挨拶を申し上げたいと思います。 

○畠山局長  おはようございます。経済産業政策局長の畠山でございます。主席ＧＸ推

進戦略統括調整官は前職のときも兼務しておりましたけれども、引き続き兼務をさせてい

ただきます。 

 そして御多忙の中、委員の皆様におかれましては、委員に御就任をいただきましてあり

がとうございます。そして本日、御出席を賜りましたことにも重ねて御礼を申し上げます。 

 開会に当たりまして、一言御挨拶を申し上げます。 



- 3 - 

 

 政府はＧＸ実現に向けまして、10 年間で 150 兆円を超える大規模な投資を官民協調で

実施することを目指しております。排出量取引制度はその実現のための成長志向型カーボ

ンプライシング構想を支える中核的な制度となってございます。 

 ２年前に成立したＧＸ推進法におきまして、成長志向型カーボンプライシング構想の大

枠が法定化をされたところでございまして、先月、閉会いたしました通常国会におきまし

て、このＧＸ推進法の改正案が成立いたしました。これに基づきまして、ＧＸリーグにお

いて自主的に行われてまいりました排出量取引制度が法定化をされまして、義務的制度と

して 2026 年度から稼働をするということになってございます。 

 アメリカにおけます気候変動政策の修正など、動きもございますけれども、日本は長期

的視点の下、排出削減と競争力強化の同時実現を目指すＧＸ政策を揺るぎなく進めてまい

りたいと考えております。一方で、多くの削減技術が開発途上にあるというトランジショ

ン期の現実、これも踏まえる必要がございまして、産業の国外移転を起こさない配慮も必

要だと考えております。 

 この委員会で御議論いただきます排出量取引制度につきましては、公平で実効性があり、

なおかつ産業の国外移転を起こさない制度とするべく、絶妙なバランス感覚が詳細設計に

当たって求められると、このように考えております。諸外国の制度も踏まえながら、有識

者や産業界の皆様と制度の詳細について精緻に検討を重ねていきたいと考えております。 

 委員、オブザーバーの皆様におかれましては、それぞれの専門的な御見地から、ぜひ忌

憚のない御意見を賜れればと考えております。本日はどうぞよろしくお願いいたします。 

○若林参事官  続いて、資源エネルギー庁次長に新たに着任いたしました龍崎、ＧＸグ

ループ長に新たに着任した伊藤より御挨拶を申し上げます。 

○龍崎次長  皆様、おはようございます。昨日付でエネ庁の次長ということでございま

して、畠山局長と同じですが、私も内閣官房のＧＸの枠組みの次長をやるということで、

エネルギーとＧＸ一体でやっていく必要があるということで引き続きやらせていただきた

いと思ってございます。 

 ＧＸ推進法の改正の審議の担当をしましたけれども、やはり議員の皆さんからも、この

ＥＴＳの基準の公平性とか透明性をどうやって確保するのだとか、上下限、どうやったら

適切なバランスが取れるのだみたいな話もございますし、それから個々の企業の皆さんに

とりましても、まさにこの基準などをどう設定するかが大きく関わってくるということで、

いよいよ制度設計の肝に入ってくるということでございますので、委員の皆様には大所高
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所、それから具体像の議論をぜひお願いいたしまして、いい結果を出していただければと

思ってございます。よろしくお願い申し上げます。 

○伊藤Ｇ長  改めまして、ＧＸグループ長に着任いたしました伊藤でございます。 

 ＧＸというコンセプト、改めて言うまでもございませんけれども、岸田政権で打ち出さ

れまして、当時官邸におりまして、深く携わった身からしますと、いよいよそのＧＸの中

核となる排出量取引制度の設計が本格化するという、このタイミングでＧＸ政策の責任者

ということで着任したのは非常に感慨深い思いをしてございます。 

 委員の皆様にいろいろ御指導いただきながら、経済産業政策局、そして資源エネルギー

庁と連携しながら、すばらしい制度、そして日本の脱炭素、エネルギー安全保障、そして

経済成長を実現するような制度としていきたいと思っておりますので、どうぞよろしくお

願いいたします。 

○若林参事官  本委員会の開催に当たり、委員長の選任を行います。委員長は、委員の

互選により選出したいと考えております。事務局としては、大橋委員に委員長をお願いし

たいと考えておりますが、いかがでしょうか。 

 それでは、本委員会の委員長を大橋委員に務めていただきます。 

 大橋委員長より一言御挨拶をいただけたらと思います。よろしくお願いいたします。 

○大橋委員長  改めまして、皆様、おはようございます。ただいま御指名を受けました

大橋と申します。身の丈に余りますけれども、皆さんの御協力を得て、務めさせていただ

ければと思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 御挨拶ということで一言だけ申し上げさせていただきますと、本日以降、皆様に御議論

いただく排出量取引制度は、海外の制度をそのまま持ってきたというものではなくて、５

年近く、多分 2021 年ぐらいからずっと議論を続けてきて、そしてＧＸリーグとか、様々

な制度整備を行った上で、ある意味、満を持して法定化されて始まるものというように理

解しています。 

 排出量取引制度は他国でも始まっていますけれども、今回、26 年度から始まる制度は、

そういう意味では我が国特有の産業構造を念頭に置きながら、また脱炭素に向けた研究開

発の成果が生み出される時間軸も頭に置いて、しかし、気の緩みなく、我が国の産業構造

の適正化を図っていくことで世界全体の脱炭素につなげていくということが目標なのだろ

うと思っています。 

 詳細設計に入ると、えてして当初の思いとか哲学とか忘れがちになったり、場合による
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と忘れたくなったり、そういうことがあるかもしれないのですけれども、あくまで、我が

国の経済成長や生活の豊かさにつながるための手段であるということを堅持して、ぜひ高

い視座と御見識で御議論していただければと願っていますので、どうぞよろしくお願いい

たします。 

○若林参事官  ありがとうございました。 

 冒頭のカメラ撮りはここまでですので、プレスの方、御退席をお願いいたします。 

 ここからの議事進行は大橋委員長にお願いいたしたいと思います。なお、畠山、龍崎は

所用により 10 時 45 分頃に途中退席する予定でございます。 

 それでは、大橋委員長、よろしくお願いいたします。 

○大橋委員長  ありがとうございます。 

 それでは、議事を進めさせていただきます。 

 本委員会では、我が国のＧＸ実現に向けて成長志向型カーボンプライシング構想の具体

化を進めるに当たり、2026 年度から本格稼働させる排出量取引制度に関して、有識者、

産業界などの御意見をいただきつつ、制度設計に関する技術的事項について論点を整理し、

議論するということであります。 

 議論の進め方についてですけれども、事務局から排出量取引制度の制度設計を検討する

に当たっての論点を御準備していただいていますので、そちらのほうをまず御覧いただい

た後、皆様から御意見をいただいて、議論させていただきたいと思います。 

 なお、本日 12 時までお時間を取らせていただきますが、議論の様子によっては前後し

てしまうかもしれませんけれども、御容赦いただければと思います。 

 それでは、初めに資料３について事務局より御説明をお願いいたします。 

○若林参事官  資料３につきまして、私から御説明をさせていただきます。 

 まず本小委員会の設置についてということで４ページ目、御確認ください。2050 年カ

ーボンニュートラルの実現と経済成長の両立を実現するための施策として、我が国では成

長志向型カーボンプライシング構想の具体化を進めております。本年５月には、2026 年

度から一定規模以上の二酸化炭素の排出を行う事業者の方を対象に、排出量取引制度への

参加を義務化することを定めた改正ＧＸ推進法が成立しております。本委員会では、改正

ＧＸ推進法に基づく排出量取引制度の制度設計に関する技術的事項について審議を行うと

いうことでございまして、主な審議事項については左、今日、お集まりいただいています

委員の皆様については右のほうに記載をさせていただいています。 
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 次、７ページ目を御確認ください。改正ＧＸ推進法の内容を一通り御説明したいと思っ

ております。 

 まず改正ＧＸ推進法では、一定規模以上の制度対象者の皆様に排出量取引制度への参加

を義務化するということでございますが、ＣＯ２の直接排出量が、前年度までの３か年平

均で 10 万トン以上の事業者の方々に、この制度の中に入っていただくということにして

おります。一方で、義務対象者である親会社等が密接な関係にある子会社も含めて一体で

義務履行をすることも可能としておりまして、今日の一つの論点になっているところでご

ざいます。 

 それから②、移行計画の策定ということで、2030 年度などの直接・間接排出削減目標

等の中長期的な排出量の見通しを対象企業の方々に出していただいて、国が集計し、公表

するということにしております。 

 ③、排出枠の保有義務ということでございまして、これは具体的な手続の流れになりま

す。政府指針、これは我々の中で実施指針と申し上げますが、この実施指針に基づいて算

出した排出枠の量を第三者機関――登録確認機関制度を今回、つくってまいります。この

方々の確認を事前に得た上で割当申請をしていただくと。 

 次に、排出実績量についても登録確認機関による確認を受けた上で毎年度国に報告する

という形で想定しております。この国に報告いただいたものについて、最終的に国で確認

をし、通知をして、実際に皆さんの保有義務量というものが確定していくという形になり

ます。 

 この保有義務のところですけれども、翌年度の１月 31 日に保有することを義務づける

としておりまして、例えば 26 年度の算定対象期間の排出枠につきましては、28 年の１月

31 日に、排出実績と同量の排出枠を自らの口座の中に保有していただくということが義

務づけられております。不履行時の扱いとしては、保有義務の未履行分に上限価格の 1.1

倍の支払いをお願いすることを想定しております。 

 それから価格安定化措置ということで、これも一つのＧＸ推進法の目玉になってきます

けれども、政府は排出枠の上下限価格を設定するという形です。まず上限のところですけ

れども、排出枠が何らかの事情で高騰するなどで義務履行に支障が生じる状況として経済

産業大臣が告示した場合には、排出枠が不足する事業者については、上限価格に不足分の

支払いによって義務を履行したものとして見なすという措置を入れています。 

 次に下限価格ですけれども、一定期間以上、市場価格が下限を下回って低迷する場合に
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は、ＧＸ推進機構を通じてリバースオークションを行い、排出枠の流通量を調整するとい

うようなことをしております。そのような状況に至れば、割当基準の強化を同時に検討し

ていくということを考えております。 

 次に排出枠の取引市場ということでございまして、ＧＸ推進機構が排出枠の取引市場を

設置・運営することがＧＸ推進法上定められております。制度対象者に加えて、カーボン

クレジットについて一定の取引経験を有する取引業者、あるいは制度対象者からの依頼に

基づいて取引を行う取引業者の市場参加を認めていきたいと考えております。 

 ８ページ目です。最もコアになるルールとして、排出枠の割当ての実施指針という形に

なります。この説明をさせていただきますと、まず業種別のベンチマークという形でエネ

ルギー多消費分野を想定しておりますが、ベンチマークによる割当てをする業種、それか

らその他の部分についてはグランドファザリングによる割当てをするという形で、これを

基本とした割当てのルールにしていくという形ですけれども、個別の事業者ごとの状況も

勘案するとしておりまして、勘案する事項として４つを想定しております。 

 具体的には、早期削減努力ということでございまして、制度開始以前に基準となる削減

率を超えて行った排出削減量、特にグランドファザリングの対象事業者の方々の公平性を

確保するために割当量を加算するというようなことを考えております。 

 それから、製造拠点の国外移転のリスクということでございまして、国外移転の可能性

がある材、まさにカーボンリーケージ業種ということでございますが、この方々、収益に

占める排出枠調達コストの割合を考慮して、割当量を加算するという措置を入れています。 

 ３つ目が研究開発投資の状況ということで、ＧＸ研究開発のための投資額に応じて、事

業者に対する割当量の加算を行うという措置を考えています。 

 ４つ目が活動量の変動ということで、事業者の新設・廃止、あるいは生産量の大幅な増

減が起こった場合に割当量を調整するとしております。 

 この①から④の部分もそれぞれ、かなり重要な論点が詰まっております。例えば早期削

減努力で言うと、実際に過去の排出量を公平かつ正確に算定できるのかというような論点

です。２つ目のカーボンリーケージ業種については、どのような業種をカーボンリーケー

ジ業種にするのか。それから追加割当てを行うときに排出枠の不足分の範囲内で行うとし

ておりますが、その全てを埋め戻してしまうと、足元の排出削減をしなくていいというこ

とにもなりかねませんので、何らかの上限が必要だと考えております。この上限をどの程

度にしていくかというところがあります。３つ目も同じような論点があるとともに、そも
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そもＧＸ研究開発投資とはどういうものかというのを決めていかなければいけない。４つ

目については、生産量の大幅な増減として２年連続で見ることを想定しておりますが、

何％ぐらいの増減があったときに構造的な変化として調整していくかというようなことを

決めていく必要があるということであります。 

 特に重要になるのが９ページ目のベンチマークのところでございまして、業種特性を考

慮するというようなところで、エネルギー多消費分野を中心にベンチマークを定めていき

たいと思っております。このベンチマークの指標は左にありますが、上位Ｘ％の水準で割

り当てるというようなことを何らかのルールというか、我々のほうで実施上決めてまいり

ます。この上位Ｘ％のところで、この下の図で言うとＡ社、Ｂ社、Ｃ社は排出枠が余ると

いうことで、事業活動がこれまでどおりであれば、Ｄ社の排出原単位の水準になっていく

ということです。Ｅ社以降、右の方々については排出原単位をより下げていく努力をして

いただく必要があるという形だと思っております。 

 このベンチマークの指標は非常に重要だと思っております。特にトランジション期にお

いて、このベンチマークは不可能な水準まで排出枠の削減を求めるものではないというこ

とです。同業他社の方々の誰かが必ず達成している水準までしか求めないという形になっ

ておりますので、何らかの理由で、政府のほうで上からばさっとかけて、もう不可能なこ

とをやってもらうというような形ではないということであります。 

 それから、例えば５年間でＸ％を上位Ｙ％まで引き下げるということを今後検討してい

きたいと思っておりますが、この場合にも、この下の図であれば、上位の最後のＹ％とい

うのは必ず同業他社が達成している水準に入りますので、この場合の図であれば、Ａ社に

ついては常に余り続けるというような形になります。この上位Ｘ％やＹ％については、基

本的には同業他社との比較ということで全ての業種について同一の数字で定めていくとい

うことを基本として考えていきたいと思っております。 

 一方で、ベンチマーク設定が困難な業種がございます。例えば、比較可能なデータがな

いとか、さらには少量多品種のもの、オンリーワンの製品を作っているなど、そういうと

ころはなかなかベンチマークの設定が困難にもなりますので、こういう場合はグランドフ

ァザリングを当てはめていくという形です。他方で、この右に示しているように、基準年

度の排出量よりも先に排出削減しているところは、まさにその部分を加味しないと不公平

になるだろうということで、先ほどの早期削減努力というものをグランドファザリングに

は認めていくという形になります。この年率Ｙ％で削減していくということも一つの重要
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な論点になっていくということでございます。 

 10 ページ目です。改正ＧＸ推進法は、産構審の意見を聞かなければいけないというこ

とを明定しております。今申し上げた実施指針に関する重要な部分と、排出枠の上下限価

格ということについては産業構造審議会の意見を聞かなければいけないということが法律

上の義務になっているという形でございます。 

 今年の審議事項については 11 ページ目にございます。今年は、制度開始に当たって必

要となる算定・確認・割当て等に係る基準等の事項について議論していくことを想定して

います。議論の取りまとめを踏まえて、年度末までに必要な技術的検討を加え、省令・告

示を策定していくというようなスケジュールを考えておりまして、今、想定しているスケ

ジュールとしては、ＧＸ推進法に基づく政令は夏頃からパブリックコメントを開始する。

特に準備を急がなければいけない登録確認機関の省令などは切り出した上で、できるだけ

早めに、年度内に当然パブコメもかけて、実際に施行まで持っていくということを考えて

います。それ以外のものも、基本的には年内に取りまとめて、またパブコメにかけていく

という形で何段階かのロケットでやっていきたいと考えております。 

 具体の内容を御説明していきます。 

 13 ページ目ですけれども、ＣＯ２の直接排出量 10 万トンを対象とすると。それを法人

単位で見た場合に、我々の試算では 300 社から 400 社程度がカバーされる。カバー率は、

温室効果ガス排出量の 60％近くになるというような想定をしております。 

 本日の論点の１つ目が 14 ページ目でございまして、先ほど申し上げた密接関係者との

共同での届出の範囲をどうするかということであります。ＧＸリーグでは、参画企業の約

４割が子会社等を含めたグループ単位での削減目標の設定や排出量の算定を実施しており

ます。こうした実態を踏まえて、改正ＧＸ推進法では、対象事業者が密接関係者と一体的

にＧＸ投資を行う場合には、当該密接関係者と共同して排出目標量の事項を届け出ること

を認めるというようにしております。この定義ですけれども、まず省エネ法でグループ一

体での報告を認めているというところがあります。省エネ法はエネルギー管理の一体性が

確保されており、年間のエネルギー使用量が 1,500 キロリットル以上であるときに、親会

社等が密接関係者も含めてエネルギー使用量の報告を行うことを可能としておりまして、

これを踏まえて、会社法上の子会社と関連会社を認めることとしてはどうかというように

しております。 

 具体的には下の図になりまして、一体での制度対応を可能としております。この絵の場
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合、親会社は実際 10 万トンですけれども、45 万トンのＣＯ２を一括で算定・報告すると

いう形の義務がかかっています。等量の排出枠の保有義務も親会社のほうに全部寄せてし

まうということにしておりまして、子会社などは自社での報告手続が不要になるという形

になります。省エネ法の対象だけであれば、まさにこのような図になるのですけれども、

先ほど省エネ法はエネルギー使用量が年間 1,500 キロリットルということで、比較的裾野

が広い人たちが対象になる一方で、この制度は制度対象者を直接排出量 10 万トンという

ことで、省エネ法よりかなり大規模な事業者に限定をしております。そういう意味では、

ホールディングス本社が排出していないような場合も十分考えられるとしておりまして、

こういう場合にもグループ内の義務履行が可能となるように兄弟会社についても認めては

どうかということで考えております。 

 17 ページ目に行きまして、まず排出実績量の算定の考え方ということで、この制度は、

対象にしますＣＯ２はエネルギー起源ＣＯ２のみならず、非エネルギー起源ＣＯ２について

も実績の算定対象になっていくという形であります。基本的に算定対象活動は省エネ法や

温対法ＳＨＫ制度と整合的に定めていくことを考えておりまして、下の式を見ていただき

ますとあるように、ＣＯ２の実際の排出量から、Ｊ－クレジット・ＪＣＭクレジットの無

効化量を差し引いたものを制度上の排出実績量とするという形にします。この排出実績量

を第三者機関の確認を得て、ＧＸ機構から通知を受けて、保有義務量が確定されていくと

いうような手続の流れを考えております。 

 下に３つ、小さい※がございますが、まず輸送に係るＣＯ２排出もスコープ１として算

定対象としていくという形です。この場合の算定報告を求める排出の範囲については、省

エネ法・温対法で一定の事業者の方々の範囲に限定されております。このようなものも踏

まえて定めていきたいと思っております。 

 また、諸外国では離島航路など、こういうものを算定対象活動から除外する措置を講じ

て、これによって生活インフラを守るというようなことなどをしております。こういった

措置についても諸外国等の例を参考にしながら、下位法令において定めていきたいという

ような形で、具体的には政令で規定していくということを考えています。 

 ２つ目の※ですけれども、クレジットのところは、この例で見ていただきますように、

排出実績量（保有義務量）のところで控除して活用はできますが、例えば制度対象として

直接排出 10 万トン以上であるかどうかというのは実排出量で判定したいと考えておりま

して、クレジットを買って無効化したからといって、この 10 万トンの裾切りを下げると
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いうことはやらない。あと、基準排出量やベンチマーク水準の排出量についても、このク

レジット無効化量を考慮しないというルールにしたいと考えています。 

 ３つ目の※であります。ＣＣＵＳや森林吸収の扱いでありますが、まずＣＣＵのうちの

カーボンリサイクル燃料については、原排出者がＣＯ２の排出を計上すれば、利用者側が

排出量を計上しなくてもよいという形で、カーボンリサイクル燃料の利用促進を図るため

のＳＨＫ制度の改正が行われております。これに基づいて、本年度からの報告から適用さ

れていくということですが、ＣＣＳについては今年、議論のキックオフがされていく。そ

れから森林吸収についても、今、私有林の扱いなどをＳＨＫ制度で議論しておりまして、

これも任意報告として、調整後排出量から控除できるというような形の制度を今、検討中

でございます。これは令和９年度からの適用ということでございまして、ＳＨＫ制度にお

いて、徐々に議論で固まってくるものを制度の中に取り込んでいく。そのときに、ＳＨＫ

制度とは違うところが第三者の検証でございまして、この検証可能性が十分あるかという

ところも同時に勘案しながら制度の中に取り込んでいくということを将来的に検討してい

きたいと思っております。 

 18 ページ目です。具体的な算定方法の類型として、ＳＨＫ制度の算定方法や国際的な

算定ルールとの整合性も踏まえて、１～４を認めるという形にしたいと思います。 

 １は、活動量に排出係数を掛けるという形でありますけれども、この活動量は、例えば

購買伝票や計量器により把握をする形であります。２はマスバランス方式ということで、

物質収支を計算するというもの、３は実測でもいいですという形です。その他、モデル計

算など、ここら辺はＳＨＫ制度で認められている算定方法、あるいは国際的な算定ルール

と整合的なものということであります。 

 一方で、ＥＴＳ制度特有のところが、この例外の保守的推計でございまして、例えば１

の活動量を算定するときに、購買伝票が失われてしまっている、計量機器が壊れて、十分

計測できなかったなどの場合にも、制度上の保有義務量を特定していかなければいけない

ということでございまして、これについては、過去の排出実績や同業他社のデータから、

保守的な方法によって排出量を推計するということで、例えば過去のデータの１点何倍と

か、こういう形で計算をしていくということを考えているということです。 

 19 ページ目は計測機器の精度ということでございまして、計測機器はＧＸリーグでも

そうなのですけれども、下にある要求精度というものを定めております。燃料種別ごとに

活動量がどれぐらいあるかということによって、計測機器の公差をどれぐらい認めていく
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かというものを詳細に定めております。これと同様のものを定めていくということを考え

ているのと、あと、適切に管理していただくという観点から、計測機器の精度とか管理状

況の情報などについても排出実績量と併せて報告していただくということを考えてござい

ます。 

 20 ページ目でございまして、カーボンクレジットの使用上限をどの程度認めていくか

というような議論であります。カーボンクレジット自体は制度対象外の幅広い主体、例え

ば中小企業の皆様の排出削減活動であったりとか、森林経営に基づく吸収源の活動であっ

たりとか、このようなものも促進していく効果があるという形で考えております。そうい

う意味では、制度対象者のみならず、非常にコストエフェクティブに全体として排出削減

をやっていくというようなプラスの側面があるということです。 

 それから、除去・吸収という形で、世界的にも今、取組が進んでおりますけれども、こ

ういうものを制度上評価するときには、除去・吸収クレジットをどう扱っていくか、それ

を徐々に取り組んでいくなどの視点が重要になっています。 

 一方で、過去、ＥＵに起こっておりますけれども、排出枠の需給に影響を与えるレベル

で外部クレジットを導入してしまうと、排出枠それ自体の適正な価格形成が妨げられると

いうような指摘もございます。諸外国では、排出枠の需給への影響を抑制する観点という

形で使用量に上限を加えておりまして、多くの制度において５％～10％程度の水準に設定

されて、一定期間ごとに見直しを行われているという形です。 

 下に少し書かせていただいていますけれども、アメリカのカリフォルニア州や韓国は、

償却すべき量というのがまさに実排出量だと考えていただければと思いますが、例えばカ

リフォルニアであれば、実排出量の８％から始めて４％に引き下げて、その後、またもう

一回上げている、このような動きをしたりしております。韓国は 10 から始めて５に下げ

ております。 

 このような事例を考えながら、21 ページ目、我々として御提案したいのは、制度の発

展とともに段階的に引下げ、場合によっては引上げということも行っておりますけれども、

実排出量の 10％を上限としてはどうかと。他方で、実排出量 10％と決めても、それを固

定的に考えるのではなくて、実際に外部クレジットが排出枠の需給に及ぼす影響をよく見

極めて、継続的に点検しながら、上限の引下げも含め、場合によっては引上げということ

も必要になると思いますけれども、見直しを検討していくということかなと思っています。 

 22 ページ目はＥＵ－ＥＴＳで起こったことでございまして、第１フェーズから第３フ
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ェーズまでの間に、京都議定書に基づくＣＥＲ／ＥＲＵなどを利用可能としていたことで、

15 億トンの外部クレジットが使用されて、排出枠の余剰発生の一因になったと言われて

います。最大 21 億トンぐらい、市場で排出枠の余剰が生じていたと言われております。

これを踏まえて、フェーズ３から外部クレジットの活用制限を行い、フェーズ４では外部

クレジットを利用不可にしていくという流れになっています。 

 23 ページ目はＪ－クレジットの創出量です。近年、排出量取引が開始される、あるい

はカーボンクレジット市場が東証で整備されたということも踏まえまして、特に森林の部

分というのが非常に増えております。年間 100～150 万程度で推移していくという形にな

ります。 

 24 ページ目は除去・吸収の評価手段としての意義です。Ｊ－クレジット制度ではＤＡ

ＣＣＳ等の先進的な取組を促進するという形で対象プロジェクトの範囲を拡大中でありま

す。ＪＣＭについても、インドネシアにおけるＣＣＳプロジェクトなど、ＣＣＳの方法論

の策定に向けた検討をパートナー国との関係で実施をしていたりします。このような除

去・吸収だとか貯留量というのを制度内に取り込んでいくというようなことから、除去・

吸収クレジットについても積極的な評価をしていきたいと考えております。 

 次に登録確認機関ということで、私どもが一番急がなければいけないと考えているとこ

ろでございます。 

 登録確認機関制度については 26 ページ目を御確認ください。排出目標量の届出、ある

いは保有義務量の確定の基礎となる排出実績量を報告していただくに当たって、登録確認

機関の確認を受けなければならない。登録確認機関になろうとする方は、事前に経産大臣

に対して登録申請が必要であります。それから、登録確認機関に対して適正な業務実施を

確認するための報告徴収などの必要なエンフォースメントの措置がＧＸ推進法上規定され

ているのと、登録は５年ごとの更新が必要という形にしております。 

 これについては 27 ページ目で基本的な考え方についてまとめて記載をしております。

まさにＥＴＳ制度を円滑に運用しながら、効果的な排出削減を実現していくための非常に

エッセンシャルなものだと考えておりまして、登録確認機関の皆様の量的な側面と質的な

側面を両方確保していくことが不可欠だろうと思っております。 

 他方で、後ほど御説明しますが、足元の状況も踏まえると、まずは確認業務環境の構築、

特に登録確認機関数の確保ということを重点的に先行して取り組んだ上で、あるいは並行

して確認業務の品質向上に取り組んでいくということが重要ではないかということです。 
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 下に御提案申し上げたいことを書いておりまして、26 年度からは、特に確認業務の体

制構築に注力していくという形で、29 年度から確認業務の品質向上により本格的に注力

していくというようにしてはどうかとしております。 

 確認業務について、26 年度からは事業者全体に対する限定的水準の確認という形で開

始した上で、29 年度から、一定の多排出事業所については合理的水準の確認をハイブリ

ッド型で組み合わせていくというようなものを考えています。後ほど御説明します品質向

上に向けた自主的枠組みも始動させていくということを考えています。 

 それから、登録要件につきましても、例えば排出量の検証についてのＩＳＯ認定などの

制度がございますが、まず 26 年度からは、過去に排出量の保証や検証業務の経験を有す

ることを基礎的要件としたいと思っていまして、29 年度から、検証機関に対するＩＳＯ

認定を入れていく。あるいは、このタイミングになれば、上場企業に対する非財務情報の

保証業務資格というものが整備されてくると想定しておりますので、このタイミングで客

観的資格の取得を要件化していくことを考えているということであります。 

 我々、念頭に置きたいのは 28 ページ目のところでありまして、ＧＸリーグの第１フェ

ーズでは、2021 年度のスコープ１、10 万トン以上の企業をグループＧと言っているので

すが、この企業に対して第三者検証を求めていたところ、検証済排出量の報告が遅延する

企業が一定数、それも相当程度発生したという現実がございます。左にありますけれども、

ＧＸリーグの算定ルールの社内教育を行うところからやらなければいけなかったり、ある

いは非常に計量器が多く設置されている業者の方々は、その精度の確認などに非常に手間

がかかったと聞いております。 

 それから、先ほどＩＳＯの検証の認定のところを御説明しましたけれども、下の図を見

ていただきますと、これは日本適合性認定協会、ＪＡＢと言われている機関ですが、ＩＳ

Ｏへの適合性評価をする団体でございます。ここの認定を行った検証機関数は、実は

2015 年ぐらいまでは 10 機関以上がやっていたのですけれども、市場拡大が限定的であっ

たり、制度が複雑などの理由から、認定を返上するという例が出てきております。こうい

うことを踏まえて、実は日本の場合、５機関だけがＩＳＯ14065 の認定を取得しておりま

すということの一方で、足元ではＪ－クレジットの拡大、あるいは非財務情報の開示、Ｅ

ＴＳ対応ということで検証ニーズが拡大していくので、この足元の状況と将来的な拡大を

踏まえて、我々としては制度対応を考えていきたいと思っています。 

 29 ページ目を見ていただきますと、ＥＵの検証制度も段階的に発展しております。Ｅ
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Ｕの場合は欧州委員会が定めた検証ルールに基づいて、対象施設ごとに検証を受けるとい

うようにされています。検証を実施する方々はＥＣが定めた認定ルールに準拠して、各国

の国家認定機関が認定した検証機関でなければならないというルールが今、ございます。

ただ、個別具体的に見ると、第１フェーズとかは、ＥＣのルール自体も数行しか書かれて

いないぐらいの非常に簡潔なものになっておりまして、具体のところがなかったものを、

徐々に規定数を増やしたり、あるいは第３フェーズになると、検証専門の規則だとかをつ

くって、より細則化しているというような形になっております。この完成形に至るまでを

時間もかけながら、それでいて制度上意味のある保証水準というものを確保できるように

していきたいと考えております。 

 31 ページ目を見ますと、保証水準の段階的強化ということで、保有義務量の基礎とな

る情報は非常に重要だということで、部分的にであっても、合理的保証水準で確認業務を

実施すること自体は望ましいと考えておりますが、業務の難易度や必要な工数が飛躍的に

増加する。先ほど御説明したような足元の状況というのも踏まえる必要があるということ

で、当初３年は事業者全体の限定的水準の確認のみを求めるとした上で、29 年度以降、

大規模事業所を対象に合理的水準の確認を求めてはどうかと考えております。第１フェー

ズでは監査法人系とＩＳＯ系の２つの機関が保証／検証業務を担当していただいておりま

すが、2026 年度以降の確認ルールは、通常、両者が準拠する基準、この場合、ＩＳＯ

14064-3 とＩＳＳＡ5000 というものがございますけれども、このルールを基礎に設計して、

それぞれのルール、そろえるところはそろえましょうと。異なっていても問題ないところ

は異なっておきましょうという形で、この２つを踏まえたルールをつくっていきたいと考

えているということであります。 

 33 ページは御紹介ですけれども、金融庁でやられているサステナビリティ情報開示・

保証に関する動向は横で見ながら議論していく必要があるだろうと思っておりまして、ま

ずはプライムの時価総額３兆円以上の企業に対しては 27 年度３月期から適用義務化。保

証義務化は 28 年の３月期。１年遅れて時価総額１兆円以上のところ。それから、時価総

額 5,000 億円以上の方々は 2029 年、2030 年ということでありますが、いろいろな状況を

見ながら、実際に適用されるかどうかというのを判断されていくと承知しております。 

 34 ページ目ですけれども、これは各国の保証水準ということで、ＥＵ、韓国は全ての

施設について合理的水準の検証を求めているという一方で、豪州では直接排出量 100 万ト

ン以上の設備に限定して合理的水準の検証を求めているということであります。実際、ど
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れぐらいの施設を合理的水準の確認の対象にしていくのかということは、この段階でもあ

る程度メルクマールを出していく必要があると思っていまして、豪州の合理的保証の対象

となる設備は、その制度対象となる排出量のカバー率で約６割と言われております。仮に

我々、100 万トン以上の事業所を合理的水準の確認の対象とした場合には、日本の制度対

象となる排出量の約８割になってくると想定をしておりまして、100 万トンという数字を

念頭に置きながら検討を進めていきたいと考えております。 

 35 ページ目は登録確認機関の要件ということで、先ほど申しました基礎的資格の有無

のほかに、業務従事者の知識・技能の保有ということで、例えば排出量に係る確認業務に

係る一定の実務経験を有することなどを求めていきたい。③は業務上必要な経理的基礎と

しての最低限度の財務状況と、④ということで、品質管理体制、確認業務に必要な技術的

専門性が十分確保されているかというようなものなどを見ていきたいと考えております。 

 それから、ここからはＧＸ推進法の制度外で今後取り組んでいきたいと考えていること

ですけれども、37 ページ目、確認業務の品質向上ということで、経産省はＧＸ推進法に

基づいて報告徴収等のエンフォースメントを実施することが可能になっております。これ

によって、法令上の品質水準の確保というのをしっかりしていきたいと考えているという

ことです。 

 一方で、登録確認機関、あるいは協力いただける多排出事業者の方々が自主的に知見を

共有していくというような取組も非常に重要だと思っておりまして、例えばＧＸ推進機構

が定期的に調査・ヒアリングを行って、登録確認機関の確認業務がルールに従って行われ

ているかを確認する。優良な対応事例や業務ノウハウを集約して、横展開していくなど、

こういう取組をやってはどうかと考えております。 

 38 ページ目は制度外の取組ということでございまして、確認業務の人財育成と業務効

率化です。確認業務を行う人材も、この絶対数をしっかり確保していくという形になりま

すので、業界一丸となって専門知識を有する人材を育成する枠組みとして監査法人系の

方々、ＩＳＯ系の方々が知見を共有して育成する仕組みをつくってはどうか。あるいは、

確認業務の効率化というのも、工数が非常に増加してくるときもどうやって効率化してや

っていくかというのが重要だと思っておりまして、このための支援ツールの開発なども、

予算措置も含めてしっかりやっていきたいと思っております。 

 ３．今後の進め方でございます。 

 40 ページ目を見ていただきますと、今日は制度対象・算定・確認ということですけれ



- 17 - 

 

ども、８月頃、第２回から割当ての全体像、基準排出量・活動量の考え方という、コアの

部分に入っていきます。秋以降、非常に注目が高くなってくる論点を一つ一つこなしてい

く必要があると思っておりまして、ここに書いてあるような論点でございます。 

 それからベンチマークについては、特別のワーキンググループをつくりたいと考えてお

りまして、これは 41 ページ目であります。割当てに関するルールについて、ベンチマー

クの算定式については個別業種ごとの専門的な知見が必要であろうということで、ワーキ

ンググループでは、制度上の影響度、あるいは技術的難度などを踏まえて、検討対象とす

る業種を特定。暫定的には下に書いてあるような製造業ベンチマークの検討ＷＧと発電ベ

ンチマーク検討ＷＧということで考えておりますが、この具体案の検討をしていただいて、

その上で小委員会に報告いただくという形で考えております。なお、他省庁が所管する業

種です。運輸部門などは国交省が所管しておりますが、各省庁においてそれぞれ検討を進

めた上で、同様にベンチマークの具体案を産構審の小委員会に御報告いただくということ

を考えております。 

 42 ページ目、ベンチマーク検討ＷＧ委員いうことで、発電ベンチマーク検討ＷＧにつ

いては現在調整中でございますが、製造業ベンチマーク検討ＷＧについては今回の小委員

会の委員にもなっていただいております有村先生に座長をお願いできないかと考えている

ところでございます。 

 すみません、長くなりましたが、以上になります。 

○大橋委員長  丁寧にありがとうございました。 

 それでは、以降を意見交換の時間とさせていただければと思います。委員の皆様におい

ては、対面の方は御発言希望の場合、ネームプレートを立てていただくなり、お知らせい

ただければ指名させていただきます。オンラインの方は Teams の挙手機能を使ってお知ら

せいただければ指名させていただきたいと思います。御発言時間は１回５分以内という、

事務局からありますが、今回、時間もお取りしておりますので、ぜひ充実した内容の御議

論をいただければいいのかなと思っています。 

 委員３名から御意見をいただいた後に事務局から御回答という感じで進めさせていただ

くということで、委員の皆さんの発言が一巡した後、温室効果ガス審査協会の浅川様、日

本公認会計士協会の男澤様からも御意見をいただければということで進めさせていただき

ます。 

 それでは、まず最初に、途中退席されると伺っている有村さんからお願いできますでし
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ょうか。 

○有村委員  ありがとうございます。御説明ありがとうございました。早稲田大学の有

村です。 

 ＧＸ推進法の修正、並びに今回の策定まで、事務局の皆様、大変御苦労様でした。いよ

いよ義務的な排出量取引制度が始まりますが、これから年末に向けて詳細をということで

よろしくお願いします。 

 本日の議題に関してコメントさせていただきます。 

 最初に制度対象についてですが、既に以前から対象を 10 万トン以上の企業さん、今回、

それを密接関係者で一体に対応するということが提案されました。その密接関係者という

考え方につきましては、省エネ法とかＳＨＫ制度等、親和性のある法制度によって実施さ

れていくということが、システムをスムーズに運用するために重要なのかなと思いました。 

 一点、気になるのは、関連してなのですけれども、同業者でも 10 万トンの裾切りを外

れる企業さん、かなり大手の方が含まれるのではないかと思っていまして、そういった事

業者の方に、公平性とか、脱炭素の観点から排出削減に取り組んでいただくといったよう

な補完的な制度がどうなっているのかなということ、それが必要ではないかと思いました。 

 ２番目は、算定方法関連についてです。算定方法については日本の制度、省エネ法・Ｓ

ＨＫと整合的に進めていくということが、事業者にとってもいいのではないかと思います。

その中で、カーボンクレジットの活用を見込めて、フレキシブルに進めていくということ

もいいことで、10％程度でＪ－クレジットやＪＣＭを活用するということも了解しました。 

 資料にもありましたけれども、Ｊ－クレジットについてはＣＣＳやＤＡＣＣＳなど、方

法論の拡大というのが非常に重要だと思います。ブルーカーボンなど、様々なクレジット

が注目されておりますので、将来的には必要に応じて、幅広くカーボンクレジットを考え

ていくという視点もあってもいいのかなと思いました。 

 関連して質問ですけれども、J－クレジットに関して、あるいはＪＣＭに関しても、リ

ーケージについて制限を設けるのかといったところについて、考え方があれば教えていた

だきたいと思います。 

 ３つ目は確認業務についてです。確認業務に対応できる事業者のキャパシティというの

が現状あるというようなお話がありました。私自身も、これまで国内クレジット制度の幾

つかの委員に関わってきておりまして、そういった中で、認証機関はやはり 2010 年代に

減少していったというようなことは体感で感じております。そういった意味ではキャパシ
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ティの制約というのがあるという状況も感じることができます。限定的水準の確認を始め

て、事業者を育てながら合理的水準の確認に移行していくというような形が現実的なのだ

ろうと思いました。そんな中で、合理的水準の確認を進めていく事業者の方に何かインセ

ンティブを与えてやってもらうという制度があってもいいのかなと思いました。 

 ４番目、最後にベンチマークとグランドファザリングについてです。こちらの小委員会

のほうで対応させていただくことになりましたので、質問させていただきますけれども、

対象となる密接関係者の中で、ベンチマークに基づく配分と、グランドファザリングに基

づく配分、この２つが両方とも含まれるような事業者というのも実際にはあり得るのか、

こういったところについて御確認していただければと思います。 

 私からは以上です。 

○大橋委員長  ありがとうございました。一定程度、委員の御発言をいただいた後、事

務局から御感触等をいただきます。 

 それでは、上野さん、お願いします。 

○上野委員  電力中央研究所の上野です。よろしくお願いいたします。 

 ＧＸ－ＥＴＳは気候変動対策の中心的な施策であることから、この実効性を高めること

は非常に大事だと思っております。微力ながら、この小委での議論に貢献できればと思っ

ております。 

 事務局の資料に沿って、論点について質問、コメントをしていきたいと思います。まず

14 ページ目、これは小さなコメントなのですけれども、兄弟会社の場合、代表して義務

を負う会社の選定は、当事者間の判断に委ねることでよいのかを確認したいと思います。

親子の場合は親会社が責任を負うということなのだと思うのですけれども、兄弟会社の場

合は、そこに明確な基準がないように思われ、また親会社、子会社の間にあるようなコン

トロール関係みたいなものもないことを思うと、責任の負い方が若干、親子関係とは違う

部分もあるのかなと感じるところもあって、確認したいと思っています。 

 ２点目が 17 ページ目です。これはコメントなのですが、真ん中あたりにある式の中に

エネルギー起源ＣＯ２があるのですけれども、その算定に用いる排出係数は、私は基礎排

出係数にすべきと考えております。昨年度から、ガス事業者別の調整後排出係数が使用可

能になっていますけれども、調整後係数を認めると、その中にはクレジット分が含まれる

ことがありまして、このスライドの下のほうの注釈に記載されている「制度対象（直接排

出 10 万トン以上であるか）の判定や、基準排出量・ベンチマーク水準を算定する際の排
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出量については、クレジット無効化量を控除しない」という記載とも齟齬を来すかなと思

うところです。 

 あるいは、例えばぎりぎり 10 万トンを超えそうな事業者が調整後係数を使うことで 10

万トン未満となって、義務の対象から外れてしまうというリスクも考えられます。この式

の中では、クレジット無効化量は排出量算定の外側で、排出量を足し上げた上で外側から

引く形になっているのですけれども、そういう形でクレジットを考慮する事業者との公平

性の観点からも、私は基礎排出係数を用いるべきだと思うのですが、この点について、今、

可能な範囲で事務局のお考えを伺えればと思っています。 

 21 枚目、クレジットの使用上限についてですけれども、諸外国の例を見ても、また少

し後ろにある J－クレジットの供給量などを見ても、とりあえずは 10％を上限として開始

して、今後の引下げも視野に入れるということでよいのだろうなとは思います。ただ、事

業者に交付する、クレジットではなくて排出枠のほうの流動性が著しく低い場合には、排

出枠が不足する事業者の遵守手段確保のために、引下げではなくて、場合によっては引上

げも必要になるかもしれないなと少し感じています。というのも、使い切らなかった無償

枠が、この制度の下では、もちろん市場に供給することもできるのですけれども、将来に

向けて一斉にバンキングするという事態も考えられて、そうなったときには、市場におけ

る排出枠の供給量が著しく不足します。そのとき、排出枠が足りない事業者が頼ることが

できるようなクレジットとなるのですが、そのクレジットの利用制限が課せられているこ

とで生産量を引き下げるといった極端な手段によってしか遵守できないということも、こ

れは本当に市場の状況如何なので、アプリオリにそれが発生するというものではないので

すが、そういう懸念もある。そのため、10％を上限として始めるのはいいのですけれども、

排出枠の市場における流動性を確認しながら、状況によって、このクレジット条件を調整

していくという観点も必要かなと思います。 

 あともう１つ、24 枚目に除去クレジットの話があるのですけれども、排出量取引とい

うのは長い目で見れば、残余排出者が除去クレジットで残余排出を相殺して、ネット・ゼ

ロ排出とかカーボンニュートラルを達成するという姿になっていくのだと思うのですが、

そういう姿に近づいていく段階では、むしろ除去クレジットを多く充てていくことになり

ますので、除去分については、いずれどこかのタイミングでクレジット比率を上げていく

という制度設計になるのかなとも思ったところであります。 

 最後に 26 ページ以降の「確認」についてなのですけれども、これは大まかに言うと目
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指すべき姿と現実の検証のキャパシティの間にギャップがあって、段階的な発展とか強化

にならざるを得ないというのはもちろん理解できるところであります。ただ、気になるの

は、過渡期を設けたことで、確認が結果的に不十分になってしまって、排出枠の過大な交

付とか、排出量の過小な報告ということが事後的に発覚してしまったような場合に、この

ＧＸ推進法の下ではどのような対応が取り得るのかというのは、この過渡期の仕組みを入

れる上で理解しておきたいと思いましたので、この点について何か、この時点での方針が

ありましたら、御教示いただければと思います。 

 私からは以上となります。 

○大橋委員長  ありがとうございます。続いて諸富さん、お願いします。 

○諸富委員  ありがとうございます。私から若干コメント及び質問をさせていただきた

いと思います。 

 まず資料に沿ってですけれども、18 枚目です。こちら、やはり排出量の算定、報告、

その他の制度は非常に重要で、排出量取引制度の制度的情報インフラとして非常に大事だ

と思います。そこでこの算定方法なのですけれども、１から４、例外を含めて５つありま

す。少し細かい話で質問なのですけれども、これは各企業が１から４のどれを採用するか、

自由に選べるのでしょうか。それとも業種ごとに、この業種は１で行くとか２で行くとい

うのを経産省のほうで定められて一様に適用していくのか。ベンチマーキングを業種別に

やっていくことを考えると、後者のほうが公平性やその他の点で望ましいのかなと思いま

すが、御教示いただければと思います。 

 それから、スライド 21 枚目です。こちらはクレジットの取扱いについては上限 10％で

やっていくということについてどうかという点ですけれども、私もこれは事務局原案に賛

成でございます。この水準が妥当だろうと私も思います。 

 続きまして、24 枚目です。こちらは、除去・吸収量等の評価手段としての意義で、Ｊ

－クレについても今後、方向が定まれば、除去・吸収等についても組み込んでいくという

ことなのですが、これは質問で、ＥＴＳの対象となっていない企業で、しかしＥＴＳの対

象企業サプライチェーン企業が何らかの削減努力をした場合に、それをクレジット化して

いくということは、方法論上、お考えでしょうかという点、確認だけさせていただきます。 

 それから 18 枚目のところですけれども、少し遡りまして、先ほど質問させていただい

た点の追加ですけれども、例えば、計測機器とか計量器など、細かい点で申し訳ないので

すが、満たすべき仕様とか性能などを定める必要があるように思われます。各企業さんが
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個別に様々なタイプ、仕様、あるいは厳密性の異なる機器でそれぞれに計測されると、排

出量算定の基準が異なってくるように思うのですが、このあたりはＳＨＫ制度で細かく定

められているのでしょうか。細かい点ではありますが、ハードとソフト、計測方法も含め

て標準化がどの程度行われているのか、御教示いただければと思います。 

 あと５番目の保守的推計、こちらは本当に例外として取り扱っていただいて、なるべく

１から４で行くべきで、保守的推計とはいえ、こちらを選択するほうが得であるというこ

とにならないように持っていっていただきたいと思います。 

 また先に進みまして、27 です。ここは本当に制度設計の段階的発展で、今回新たに 26

のフェーズ２に入った中で、29 年度というのが新たな段階、区切りとして、これはあく

までも排出量の確認に関わる点で出ましたけれども、非常に現実的で、こういう区分をつ

けた上で、まずは 26 年から 29 年度に至るプロセスは体制構築に集中的に取り組む期間と

することには賛成でございます。ちょうど別のスライドで、29 でＥＵ－ＥＴＳについて

の段階的発展を説明していただいていますけれども、やはり今回、実質的にＥＵ－ＥＴＳ

における第１フェーズに相当するかなと。実際にやってみて、動かしてみて、様々な課題

が出てくる、あるいは第２フェーズかもしれませんが、そこからより本格的な制度に移行

していく上で、第２フェーズの前半、３年間を次の 29 年以降に生かしていくと見て、第

２フェーズを実質２つに分けるのでしょうか。こういった段階的発展の考え方が新しく打

ち出されたと今日は理解しましたが、確認だけではなくて、他の制度的設計のポイントに

おいても同様の問題が生じるのではないかと。つまり、初期割当てについても、実際にベ

ンチマークをつくってやってみたけれども、様々な課題が出てくるといった場合にどうす

るのかというポイントも出てくると思うのです。ですから、第２フェーズは一旦決めてや

ったら、第２フェーズ全体で変えないというのも１つですが、場合によっては最初の３年

間をやってみて、見直すということも可能性としてはあり得るのかなと思いました。 

 それから 28 ですか、次のページになりますけれども、こちら、非常に興味深い証言と

ともに、実態はこうなのだなというのがよく分かりました。恐らく確認のための体制構築、

会計事務所さんとか、ＩＳＯをこれまでやってこられた事務所さんとかがこれから取り組

まれるわけですけれども、実はマンパワーが足りないとか、まだスキルが足りないとか、

こういったことが恐らくあるのだろうなと。社内教育を行うところからスタートというこ

とで、こういった点を克服していく３年間、非常に大事だと思いますし、恐らく、非常に

専門知識が必要になりますし、マンパワーも必要になるし、合理的水準の確認となると現
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地に実際に調査に行くみたいなことも求められるようになってくる。そこの体制構築は時

間がかかりますし、恐らく背景には、収益性がそんなに高くないものもあると見ているの

ですけれども、そういう中でこちらにコストをかけていくということは、これは経産省さ

んにリクエストといいますか、ぜひこういった人材育成、体制構築の最初の初期段階につ

いて十分な支援をしていただくのが必要かなと考えました。 

 最後に 34 枚目ですけれども、合理的保証水準です。これは提案の形では書かれていま

せんが、※のところで豪州の事例を入れながら、日本の場合、仮に排出量 100 万トン以上

の事業所を対象とした場合、排出量８割をカバーすると書いてあります。恐らくここのあ

たりが現実的かなと私も思いました。合理的水準を求めるのがスタンダードであるという

ことを一方で踏まえながら、他方でそれを実行するコスト、これのバランスをどこに取る

かといった場合に、このあたりが現実的なのかなと思いました。 

 以上でございます。ありがとうございます。 

○大橋委員長  ありがとうございました。 

 ここで一旦区切らせていただいて、事務局からコメント等があればいただけますでしょ

うか。 

○若林参事官  委員の皆様方、コメントなど、ありがとうございます。特にいただいた

質問を中心に、私から回答可能な範囲内で回答させていただければと思います。 

 まず有村先生からいただきました 10 万トンを外れる方々、つまり下回る方々の排出削

減の規律をどうしていくかというようなものについては、まず１点目といたしまして、今

回、10 万トン以上の方々はこのＥＴＳ制度の対象になるという形ではありますけれども、

現行のＧＸリーグも 10 万トン以下の方々に多く入っていただいて、その上で皆さんにス

コープ１、２目標をプレッジしていただくというような取組を進めております。この枠組

みは引き続き維持をしていくというようなことを考えております。 

 また今後、一つの検討課題になっていくのが自主行動計画で、10 万トン以下の方々が、

経団連の皆様も含めて今、カーボンニュートラル実行計画を策定していただいているとい

う形で、そういった自主行動計画による規律なども一つ、そういうものになっていくのか

なと思っております。 

 算定につきまして、ビンテージのお話がありました。このビンテージについては、基本

的にはＳＨＫ制度と合わせていきたいと思っておりまして、まずＪ－クレジットについて

はビンテージは設けていません。今、カーボンクレジット市場で取引されていますけれど
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も、あるところだけが使えますとかというようにすると、より商品の個別性が増してきて、

単一の炭素価格の公示というのがなかなか難しくなってくるかなというのもあります。 

 一方で、ＪＣＭクレジットについては、ＳＨＫ制度において現行ビンテージが設けられ

ておりまして、2021 年１月１日の後に削減吸収が実現したものという形で、パリ協定を

意識して、ＮＤＣの達成に活用できるという範囲内からビンテージなどを原則、そのよう

な形でしていると承知しておりまして、ＪＣＭについてはビンテージが課されていくとい

うようなことだと理解しています。 

 それから、ベンチマークとグランドファザリングについて、同一の事業者が対象になっ

てくると。我々、今回、法人単位で設計をしますので、法人の中にベンチマーク対象業種

を複数持ち、またそれに該当しないグランドファザリングの部分があるというようなとこ

ろがございます。このベンチマーク、グランドファザリングについては、工場単位、事業

所単位でベンチマーク適用事業所、あるいはグランドファザリング適用事業所というよう

に判断をしていって、その上で、そこの部分を積み上げて、実際の排出枠の割当量を計算

するということを考えております。そういう形で、まさに委員がおっしゃったようなとこ

ろを無理なくやっていくということを今、考えているということでございます。 

 上野委員から御質問があった点などについてはこのように考えております。兄弟会社の

場合には、おっしゃったとおり明確な基準がないという形です。したがって、兄弟会社の

どちらにするのかというのは、当事者間の判断に委ねるというのが我々の考え方でありま

すけれども、一方で、移行計画を通じて、全くお互いに知らないというようなところでや

るというよりは、投資計画として何らかの一体性を持っているようなところをしっかり確

認はしていきたいと思っているということであります。 

 それから、基礎排出係数についての御質問がございました。御指摘の点はすごく重要な

点だと思っていまして、10 万トンの閾値を、カーボンクレジットを使って無効化量を差

し引いて、それをクリアするというのはできません。あるいは基準排出量だとかベンチマ

ーク対象の排出量をそれで控除することはできませんと示しておりますので、閾値を決め

るような部分とか基準を決めるような部分については、まず基礎排出係数で決めるという

のが基本だろうなと思っています。 

 一方で、カーボンクレジットを 10％程度まで認めているというようなこともございま

して、これはある意味で自分たちの削減努力ではなく、他社の削減努力を取り込んでくる

ということで考えるとすると、調整後排出係数を適用されるようなガスを調達して、ある
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意味で価格が少し上乗せされたようなガスを調達していくというのも同様のものではない

かと思っています。したがって、排出実績量とか、そちらのほうのカウントは調整後排出

係数みたいな考え方も適用できるのではないかと思っております。他方で 10％上限とい

うところの関係とか、あるいはそれを国やＧＸ機構がちゃんと把握できるか。登録確認機

関も含めてですけれども、そのような枠組みをしっかり検討していく必要があるかなと思

っているということであります。 

 それから、排出枠の供給量が著しく不足した場合には、基本的には今回、大臣告示を出

して、上限価格に不足する量を足し上げたものを政府にお支払いいただければ保有義務を

解除するというような構成にはしております。他方で、これはまさに上野さんがおっしゃ

ったとおりで、やってみないと分からないところもかなりあります。したがって、どの程

度バンキングしていくのかとか、市場の流動性はどれぐらいになるのかということは、

我々のほうでしっかりと見極めていきたいと思っています。 

 その上で、外部クレジットの供給量の不足のために、この率を上げるというのも一つな

のですが、重要なのは、まさに今、Ｊ－クレジットも 150 万トン程度しか創出していなく

て、ＪＣＭに至ってはカーボンクレジット市場での取引も開始されていないので、外部ク

レジット創出の努力を政府としてもしっかりやっていくということがまず初めに大事かな

と、我々、思ってございます。 

 それから、確認が不充分なときにどうするかというのは、44 ページ、一番最後のペー

ジを見ていただければと思いますけれども、排出枠の割当量の調整ということについて、

ＧＸ推進法では、昨年の法的課題検討会を踏まえまして、例えば政府が何らかの過誤に基

づいて排出枠を過大に割り当てた場合というのを想定していたのですが、その場合にも

転々流通してしまうということがございますので、一旦出した排出枠自体の、例えば取り

消しとか、こういうことはやらないと。他方で、翌年度以降の排出枠のところで、その過

誤分を調整するというような規定を入れております。このような形で、過小割当ての場合

にも、それが本当に過小割当てだったというのが確定すれば、その年度以降のタイミング

で調整をしていくというようなことかと思っております。 

 それから諸富委員から御質問がありました算定方法に関する部分で、１から４というこ

とで今回提示しております。この１から４のうち、今、ＳＨＫ制度で使われているのは１

が一番多いと、我々、認識をしております。これについては企業の方々が任意で選べると

いうようなことだと認識しております。例えば実際に自分たちで実測してしまっているの
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だったら、そちらを使ったほうがいいでしょうという形で、これは事業者の方々によって、

３をやっていれば３を使うとか、そういう判断ができるような形にしておりまして、我々

としては、基本的に皆さんに選んでいただけるように自由度を確保していきたいと思って

おります。 

 Ｊ－クレジットについて、サプライチェーン全体での取組とか、そのようなものをどう

していくのかということがございました。これはサプライチェーンでの対象企業の部分で、

取引先の中小企業が何らかの形で排出削減行動を取ったＪ－クレジットを自分たちで購入

してくると。相対取引で購入してくるということは可能な制度にしておりますので、そう

いうことはサプライチェーン全体での排出削減を進めるという観点から、企業の方々に選

択していただいてもよろしいのかなと思っております。 

 あと、保守的推計のところについてコメントをいただきました。これは私どもも、基本

的には非常に例外的な制度で、しかもこれが有利にならないというところが重要だと思っ

ています。登録確認機関が保証や検証を与えたときに、いろいろな意見があると思ってい

まして、いわゆる無限定適正意見と言っています、全てちゃんとやっていますねというも

のは問題ないのですが、ある部分だけは限定付適正意見とかいう形で、部分的に十分では

ない算定が行われているとかというところを特定できる場合があります。この場合は、そ

の部分だけを保守的に推計をして、例えば同業他社のデータとかを見ながら、その 1.5 倍

の範囲で保守的に推計するというような形にする。あるいは、不適正意見とか、こういう

ことになれば、法人全体とか、あるいは事業所全体で十分にガイドラインに応じて排出量

が作成されていないとなれば、その法人全体、あるいは事業所全体の排出量を 1.5 倍とか

という形で、やはりペナルティ的要素を入れながら算定していくことが必要になってくる

かなとは思っております。 

 人材育成のところは、まさにおっしゃったとおりでございまして、今、この制度開始当

初で全てがそろっている状態に持っていくのはなかなか難しいので、したがって、予算措

置なども含めて、例えば人財育成で言うと、ＧＸ推進機構のほうで講習会や研修会をやる

とか、国がやるというのもあると思いますし、場合によってはその予算措置の中でこのよ

うな算定活動に当たられる現場の方々向けの共通のカリキュラムをつくるとか、こういう

こともあろうかと思いますので、こういうことは国のほうで制度外での取組としてしっか

りやっていきたいと思っているということでございます。 

 以上です。 
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○大橋委員長  ありがとうございました。 

 続けて御意見をいただければと思います。それでは池田さん、その次望月さんと順にお

願いします。 

○池田委員  ありがとうございます。少しコメントが長くなるかもしれませんが、よろ

しくお願いいたします。 

 まず基本的な考え方といたしまして、冒頭にも御発言がありました通り、成長志向型カ

ーボンプライシング構想の一端をなすＧＸ－ＥＴＳは、我が国の産業競争力強化と経済成

長に資する仕組みとすることが、ＧＸ推進法にも明記された大前提であることについて、

改めて確認させていただきたいと存じます。そのため、気候変動対策を旨とする海外事例

とは異なる設計となる部分も出てくると考えますが、躊躇することなく、成長に資する選

択肢を取っていただきたいと考えます。 

 輸出主導型の我が国の経済は、必ずしも 2050 年カーボンニュートラルで歩調をそろえ

ていない近隣各国との国際競争にさらされております。日本の生産・販売が縮めば、それ

だけ、そうした近隣諸国が伸びる環境にあることについて、考慮が必要と考えます。今後、

膨大なＧＸ投資が必要であることを踏まえれば、経済成長を確保することが、結局は脱炭

素投資の実現、ひいてはカーボンニュートラルの実現につながる最も合理的な方策である

と考えております。 

 もちろん、ＥＴＳは規制側の施策として取り組まれるものと承知しており、産業競争力

強化、経済成長を推進するドライバーとしては、ＧＸ先行投資支援などの支援側の方策が

講じられると理解しております。加えて、それとは別に、経済安全保障、エネルギー安全

保障、そしてサーキュラーエコノミー推進など、様々な観点から、個別の施策対応が必要

な分野については、政府において様々な施策が手当てされていくことを強く期待しており

まして、経済産業省、政府を挙げた万全の対応を改めてお願いしたいと考えます。 

 その上でなお、ＥＴＳがそれらの政策の効果を打ち消すような負担を課すことは、決し

てあってはならないと考えます。この点は、今後の検討の軸として常に立ち返っていただ

きたいと思います。 

 そのような観点から、例えば、客観的な指標の下でカーボンリーケージの動向をモニタ

ーして、一定の閾値を超えたら即座に見直しに入るような仕組みを設けることも検討すべ

きではないかと考えます。今日、企業はグローバルに活動しており、国内の事業環境が劣

悪になれば、粛々と海外に能力を移転することになろうかと思います。炭鉱のカナリアが
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いなくなれば、国としては手遅れになりかねないことを強調させていただきたいと思いま

す。 

 ９ページ、ベンチマークとグランドファザリングの削減率に当たるＸ％、Ｙ％は、全業

種横断で１つの数字に定める方針と認識しております。公平性確保のためという意図は理

解いたしますが、各種ベンチマークの検討状況に応じまして、両方式ともに、本当に問題

が生じないのか、追って確認すべきではないかと考えます。 

 ベンチマークの設定を通じて業界によって異なる削減の道筋がしっかり勘案されれば大

きな問題は生じないかもしれませんが、ユニークなプロセスを運用している、あるいは同

業他社がほとんどＥＴＳ対象外であるといった事情で、ベンチマークを設定できそうもな

いケースもあると聞いております。また、極端な例ですが、運用改善だけで上位に近づけ

る業界と、大規模な設備投資がなければ上位に届かない業界とが混在する結果となった場

合、両業界の間では、対応に要する期間も事業へのインパクトもまるで違うということに

なりかねません。こうしたことは杞憂に終わる可能性もありますが、予断を持たずに、ベ

ンチマーク策定の状況を注視して、追って対応の必要性について検討すべきと考えます。 

 長くなって恐縮ですが、各論についてもコメントさせていただきます。 

 まずは２の１つ目、制度対象についてです。 

 13 ページ、制度対象者の考え方につきまして、既に整理済みの部分であり、基本的に

賛同いたします。その上で、制度対象内外の出入りについて、疑問や懸念を持つ企業が多

くあります。例えば、Ｍ＆Ａなどによって急にＥＴＳ対象になった場合の前３年度の実績

値の算定・確認の負担など、限界的事例についても整理・明確化が必要ではないかと考え

ます。 

 また、本日の論点と直接は関係しませんが、制度対象になるかならないかによって、同

じ業種の中で競争力に有意な差が生じることは、公平性の観点から避けるべきではないか

と考えます。コスト面、手続面の負担水準を検討する上で重要な視点と考えております。 

 ２点目、算定方法についてです。 

 18 ページに関連して、１つの事業所内に、グループ会社など複数の法人が同居してい

るケースでは、個々の企業の排出量を計測するのは難しい場合がございます。事業所全体

の排出量が適切に計測されることを前提に、合理的な按分計算を認めるべきと考えます。

また、正確な算定の必要性は理解いたしますものの、法人全体の排出量に占める割合が極

めて小さく、大排出源の計測誤差に優に収まってしまうような少量の排出源につきまして
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は、厳格な算定の意義も影響も小さいと考えます。実務負担を踏まえた取扱いの簡素化を、

ぜひ図っていただきたいと思います。 

 19 ページ、計測機器につきまして、業種によっては、事業所内に生産設備と一体化し

た計測機器を数多く設置しております。計測のために行き過ぎた負担を求めることのない

よう、実態を踏まえた運用をお願いしたいと存じます。機器の精度や管理状況の報告につ

きましては、他の法令との二重規制にならないかも御考慮いただければと思います。 

 21 ページ、外部クレジットの取扱いにつきまして、事務局案に異論はございません。

特に制度開始当初は、排出枠の売り手が少なく、流動性が低い状況になる可能性がござい

ます。その場合、クレジットの役割は一層大きくなると存じます。この点、Ｊ－クレジッ

トは既に一定量の市場取引がある一方、ＪＣＭクレジットについては、取引環境が整備さ

れておらず、適正価格も分からない状況でございます。早期に取引環境が整備されること

を期待しております。また、今後、パリ協定６条メカニズムに基づく相当調整のあるクレ

ジットが増える可能性もございます。そうした事態も念頭に、将来的には、利用可能なク

レジットの対象拡大も御検討いただければと存じます。 

 ３つ目、確認の関係でございます。 

 登録確認機関のキャパシティが確保できるかどうかは、多くの業界の関心事でございま

す。27 ページに記載の体制構築集中期間の設定をはじめ，対策を講じることに賛成いた

します。 

 ただ、業界によっては、複雑な設備の確認を適切に行えるだけの能力ある機関が増える

かどうか、非常に根強い不安の声がございます。実際に運用して懸念が残るようであれば、

体制構築集中期間を３年間で終えるかどうかも含め、一度整理した事項についても柔軟に

見直しを行うと明確化しておいていただきたいと思います。 

 関連して、例えば、海外で認定を受けたＩＳＯ検証機関について、十分な品質で国内で

の検証業務を行えると判断できる場合は登録確認機関として認めるなど、検証機関の裾野

拡大に向けた対策を検討することも有用と考えます。 

 また、直接の論点から外れますが、本日、制度開始当初３年間は、検証側で集中的な体

制整備を進めるとの御提案をいただきました。事業者側も、中堅企業も含めフェーズ２か

らＥＴＳに参画する企業がいることもあり、全社が円滑に滑り出すとは考えにくく、不測

の事態も生じ得るのではないかと考えております。少なくともこの当初３年間は、原則と

してどの事業者にも十分な無償割当てが行き渡ることを重視した設計・運用とすべきでは
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ないかと考えます。 

 最後に、既にサステナビリティ開示への対応などで検証機関から保証を受けている企業

も多く、コストと手続の負担が重複することに対して非常に大きな懸念がございます。特

に、既に歴年ベースで保証を行っている企業にとって、ＥＴＳ対応のためだけに年度ベー

スの確認も受けるとなると大ごとであるといった意見も聞いております。投資家との対話

などの年間スケジュールにも響くことが想定されます。準備の期間を十分に設けるほか、

ＥＴＳ対応に伴う費用抑制の観点からも、ある程度柔軟な対応を取っていただきたいと考

えます。 

 以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○大橋委員長  ありがとうございます。続いて望月さん、お願いします。 

○望月委員  経営共創基盤の望月です。 

 取りまとめ、ありがとうございます。４点ほどコメント、質問等させていただければと

思います。 

 まず１点目が 14 ページの密接関係者との共同での届出というところなのですけれども、

これは一体での制度対応ということが書いてありますので、届出を誰かがまとめてすると

いうことだけではなく、排出枠自体もみんなでやり取りできるのかみたいなところも含め

て、一体での制度対応ということがどういう意味なのかという点を改めて教えていただけ

ればと思います。 

 届出だけでない場合だとすると、当然、税務の連結納税みたいな感じではないですけれ

ども、どこがどう負担するのかというやり取りの中で、これは 100％子会社に限定しない

と思いますので、その過程でどこが有利だ、不利だとか、税務との関係も出てくるのかな

と思ったので、そのあたりについてどういうご検討をされているのかというところを教え

ていただけたらというのが１点目です。 

 ２点目が限定的水準の確認から始めるというところなのですけれども、こちらにつきま

しては、何かをかっちり全部整えてから始めるとしてしまうと、多分、いつまでたっても

始まらないと思いますので、2026 年度から限定的水準の確認からであっても始めるとい

うところはよいのかなと思います。 

 ただ、26 年度から何かが始まるとすると、何が必要なのかということ自体の開示とい

うのはある程度早めに企業側にしていかないと、対応ができないかなと思います。もちろ

んＧＸリーグで一部先行的にやられているものをそのまま準用して最初は始めるというこ
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となのかもしれないので、そうであれば、対象になるところは大半が入っているかもしれ

ないので、認識しているのかもしれないのですけれども、そこを早めに出していくという

ことが大事かなと思います。 

 冒頭にもお話があったかと思いますけれども、米国のいろいろなことを含めて、世の中

では懐疑的な見方があるみたいな話もあるのですが、私自身、いろいろな企業の方と接し

ている限りにおいては、もちろんコストでもあるのですけれども、ある意味、チャンスで

もあるし、やらなければいけないと皆さん、思われているので、大変だなとは思われてい

ますが、後ろ向きではないかなと思います。むしろ今、米国が少しスローになっていると

ころについては、グローバル対応もいろいろしていかなければいけない中で、いい意味で

余裕というか、時間稼ぎというと言葉が悪いかもしれませんけれども、そういうのができ

たかなと、発言されている経営者の方も多いかなと思います。その間に日本でこういうも

のをちゃんとやっていくという意味で、今、いい時間の使い方ができるのではないかなと、

個人的には思っております。 

 あと、早めに開示するというところにおいては、これは今日の論点ではないかと思いま

すけれども、例えば８ページに個別の勘案事項というのがあるかと思います。これについ

ても、何がどう勘案されるのかというところは、やはり企業の設備投資の計画等にも関わ

ったりするかもしれませんので、可能な限り、早めに出していくということが大事かなと

思います。その際に、先ほどの限定的水準の確認のところも同じですが、自己診断のチェ

ックリストみたいなものがあると良いのかと考えます。それを埋めることにみんな終始さ

れてしまうかもしれないという点ではいいかどうか分からないのですが、ある程度何がで

きていればいいのかということの目安を判断できるようなものを出していけるといいのか

なと思います、というのが２点目です。 

 ３点目が、同じく登録確認機関回りの話なのですけれども、こちら、質量ともに増やし

ていかなければいけないというところは大前提だと思うのですが、独立性をどう考えてい

くのかというところも整理が必要なのかなと思います。今日も会計士協会の方に来ていた

だいていますけれども、会計での専門業務提供範囲との独立性をどうするのかというとこ

ろがありますし、もちろん独立性は大事なのですが、だからといって、あまり同時提供で

きない範囲を増やしてしまうと、これまた効率性の面からはよくないかなと思いますので、

そこの整理も必要かなと思います。 

 あと、デジタルプラットフォームとありましたけれども、ある意味、人がやらなくても
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いいことというのは、ある程度、そのように仕組みをつくっていかないと、多分これから

人が減っていく中では維持できないかなと思います。もちろん個別性を発揮されて独自の

評価をされては困るので、ルールの下でやっていくということは大前提だと思うのですが、

ある程度自分たちの主体性を出して、この仕事自体が面白いというようになっていかない

と、携わる人が増えないかなと思いますので、デジタルにやってもらえるところはやって

もらう仕組みをつくることが大事だと思います。 

 あと、短期的にはそんなことは言っていられないという話かもしれませんけれども、最

後は教育というか、ちゃんと学校で教えるとか、そういうことも含めて、身近に接するも

のが増えていかないと、この仕事を選ぶ人が増えていかないと思います。そういう草の根

から含めてやっていくということが、今回の資料は 29 年度までの時間軸で書いていらっ

しゃいますけれども、2050 年とか、その先も含めてやっていくことだと思いますので、

長い目で見るとそういうことも大事かなと思っています。 

 あと、同じく検査の仕組みも必須だと思うのですけれども、37 ページの制度外の取組

というところで書かれているものは、26 ページでもともと書かれている、⑤の定期的な

状況確認というものとは別に外側でやっていくということなのか、この内枠なのかが分か

らなかったので、そこを教えていただけたらというところです。 

 最後、４点目は、すごく些末なことかもしれないのですけれども、７ページを見ると１

月 31 日付で前年度分を報告するということになっているので、税務のように 12 月で切っ

て報告をしていくということでルール化されることを想定しているのかなと思ったのです

が、片や、最後の取組のところ、40 ページですね。４月から制度が開始するということ

なので、最初は４月から 12 月になるのか、年度のところがよく分からなかったので、こ

れはどういう考え方で進めるのでしょうかというところを教えていただけたらと思います。 

 私からは以上です。 

○大橋委員長  ありがとうございます。続いて秋元さん、お願いします。 

○秋元委員  ありがとうございます。ＲＩＴＥの秋元でございます。 

 大変、重要な委員会ということで、身の引き締まる思いでございます。畠山局長が冒頭

に御挨拶されましたように、環境と経済の好循環をどうつくり出すかというところがとて

も重要で、この絶妙なバランスをどう制度として詳細設計のところに落とし込むかという

ところがとても重要だというように思います。またベンチマークを含めて、初期排出割当

てをどうするのかということは、公平性の問題上、非常に重要で、各企業の利害関係に物
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すごく影響しますので、そういった議論をこの委員会でしなければいけないということに

対して非常に身の引き締まる思いで、虚心坦懐、しっかり専門性も生かしながら、フェア

にどう考えていくべきなのかということを、この後、しっかりやっていきたいと思います。 

 そういうことを申し上げて、すみません、私も若干長くなるかもしれませんけれども、

申し上げたいことがたくさんありますので、なるべく簡潔にいたしますが、お願いします。 

 そういう中で、これも畠山局長がおっしゃいましたけれども、産業のリーケージという

ことに関して、やはり物すごく配慮をしないといけないと思っています。私のずっと研究

の課題ということでいくと、温暖化対策を取っていくことは必要なのだけれども、世界一

様で限界削減費用が均等になっている、もしくは別の言い方をしますと、炭素プライスが

一様になっているような世界観であれば、非常にアグレッシブにやっていくことが日本の

成長にもつながると思いますけれども、現実を見ると、周りの国を含めて、口ではやると

言っていますが、実際にどれほどやるのかということに関してはかなり難しい状況にある。

そして日本の、特にライバルであるアジア諸国、韓国、中国、インド等々、製造業が非常

に強いところと、日本も製造業が強い中で戦っていかなければいけない。そういう状況を

どのように維持しながら、製造業でしっかりカーボンニュートラルを達成していくのかと

いう視点が必要で、そのためには、あまりに日本が高いプライスをつけ過ぎれば、競争劣

後して、産業がリーケージしていって、結局ＣＯ２は世界全体で増え続けるという事態に

なる。それは、我々として全く目標を達成できないということになりますので、そういう

視点からも、物すごく繊細な、絶妙なバランスの制度設計が必要だと思っています。 

 それが一番大きいところでございますが、今日のテーマの前に申し上げたいのは、そう

いう視点でいくと、今後、ベンチマークを策定していくということですけれども、このベ

ンチマークも、業種によって物すごく多様な製品を作っている。例えば鉄といっても――

まだ鉄の製品群はそれほど多様ではないですけれども、化学産業などは非常に多様ですし、

紙パといっても、中間製品が途中で入ってきたりしていて、昔からベンチマークを策定す

るのが難しいと言われているものでございます。そういったものを適切に、ただ、全部を

考慮していると制度をつくれませんので、どこかで割り切りは必要だということは理解し

ますが、うまくやっていかないと、結局、その産業が劣後していって、もしくはその企業

が国際競争力に劣後していって、そうこうしているうちにほかの国に取られていってしま

うということになりかねないので、このベンチマーク設定というのは物すごく慎重にして

いく必要があるかなと思っています。そういう面でも、もう一回戻りますけれども、身の



- 34 - 

 

引き締まる思いだということでございます。 

 この排出量取引制度はスコープ１を対象にやるということですけれども、ベンチマーク

の設定はスコープ１と２を足したもので設定していかないといけないと思っていまして、

そこについては、この後、進めていく上で、業種ごとにスコープ１だけでベンチマークを

つくるとか、そういうことにならないように、ぜひ事務局としてコーディネーションをお

願いしたいなと思います。そうしないと、適切に効率的なＣＯ２排出削減につながらない

と思いますので、その点が１点でございます。 

 あともう一点は、この委員会のマターではないと思ってはいるのですけれども、ほかの

委員会でもちょっと申し上げているのは、ほかの既存の制度がいろいろあって、例えば高

度化法の義務達成とか、そういったものとの整合性は考えていく必要があるかなと思って

います。効率的になるべくＣＯ２を削減していくという必要があり、もちろんそれぞれの

目的が違っている部分もあるので、その目的に関して価値があるのであれば、その価値を

しっかり定量化しながら、そこを別の制度で引き取るという形もしながらやっていく必要

があると思いますが、全体として効率性を追求しないと、せっかくＥＴＳを入れて――こ

れは効率的にＣＯ２を削減する仕組みだと思っていますから、そうしないといけないと思

っていまして、既存の制度がいろいろありますので、そことの整合性を、この委員会のマ

ターでないことは重々承知しておりますが、政府全体として図っていっていただきたいと

思います。 

 それが全体でございまして、今日の資料のところで申し上げますと、まず 13 ページ目、

密接関係者ということでございます。先に若林さんから、別の委員に対する御回答があっ

たので大丈夫だと思いますが、報告は一括でいいけれども、それぞれやっている業態が違

うので、ベンチマークはそれぞれ設定していかないと適切なものにならないだろうという

ことが１点と、それと関係して申し上げますと、これは池田委員がおっしゃったかもしれ

ませんが、同じ企業の中でも、いろいろな業種をやっているところがあって、その部門に

よっては、ＥＴＳの仕組みの 10 万トンの外にある企業があると思います。そうすると競

争劣後する可能性があって、そういうところに対してどういう配慮をするのかという視点

も必要かなと思います。いずれにしろ、どこかで割り切りは必要ですけれども、目配りを

していくということも重要かなと思っています。 

 その次、17 ページ目でございます。非エネルギー起源ＣＯ２のところが別立てになって

いるわけですけれども、非エネルギー起源ＣＯ２というのは、係数が基本的に決まってい
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て、ここをグランドファザリングでやろうとすると、もう生産量を落とすしかない。他方

で、ここでもいろいろ製品がございますので、ベンチマークで設定が難しい製品などもあ

ると思います。そうすると、グランドファザリングで適用するとなると、一律何％となっ

てしまうと、結局生産量を落とすしか解がないという可能性もあり、それは成長に資する

形にならないと思いますので、そういう面で、ここの扱いについてもどうしていったらい

いのかというのは、少し慎重に議論をいただければと思います。もちろんＣＣＳとか、そ

ういうことによって、例えばセメントでいくと、ＣＣＳによって下げられる可能性もある

わけでございますが、ただ、それでもすぐにできるわけではございませんので、そういう

視点も必要かなと思いました。 

 あと、20 から 21 ページ目、今と関係してでございますけれども、クレジットの部分で、

私の理解だと、将来的にはＣＣＳなどで出てきたものに関してはクレジット部分で落とし

ていくのかなというように思うのですが、それが 10％制限がかかったことによって、業

種によっては、ＣＣＳなどが出てきたときには物すごく大きくそこで、もちろん中で落と

せるのだったらいいですけれども、別の企業がＣＣＳをやって、そちらをクレジットで出

しているというケースもあるかもしれませんので、そうすると、そこで事実上、自分のと

ころのＣＯ２を大きく減らすわけですが、扱い上はクレジット扱いになる可能性もあるか

なと思います。そうした場合に 10％という制約がかなりきつい制限になってくるケース

もあるかと思いますので、初めとしては 10％でいいと思いますけれども、進んでいる中

で、よく見ていく必要があるかなと思いました。 

 最後は登録確認機関のところですけれども、それはほかの委員がいっぱいおっしゃって、

なかなかそれを育てていくというのは時間がかかるかなということと、あまりそこにトラ

ンザクションコストが大きくかかり過ぎると全体の費用効率性を阻害するので、そこのバ

ランスもうまく取っていただきたいなと思います。 

 資料全体として、今回、御提示いただいた部分に関しては、反対はなくて、この方向性

でいいと思いますが、よろしくお願いします。 

 すみません、長くなって申し訳ございません。 

○大橋座長  ありがとうございます。 

 それでは事務局からもしコメント等あればいただけますでしょうか。 

○若林参事官  ありがとうございます。委員の皆様方、非常に多岐にわたるコメント、

質問などをいただいておりまして、全部書き切れていないところもありまして、もし足り
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ていなかったら足りていないと、後でまた言っていただければと思うのですけれども、す

みません、今回は秋元委員から順番に御回答させていただきたいと思います。 

 まず秋元委員がおっしゃったところで言うと、大変私も身が引き締まっておりまして、

私も、これは本当に非常に重要なミッションだと思っておりますので、よくよく先生方と

も議論させていただきながら、実態を見極めながらやっていくということが重要だと思っ

ています。 

 その中で、産業へのリーケージの配慮というのは非常に重要なところになるというのは、

私も全くの同感でございまして、産業の実態を踏まえて、どういうものをカーボンリーケ

ージ業種と特定していくかという作業、こういうところも委員の皆様ともよく相談しなが

ら対応していきたいと思っております。 

 それからベンチマーク自体は、具体的には専門のワーキングのほうに落としていくとい

う形になりますが、例えば委員がおっしゃった紙パとかの業種で言っても、作っている製

品によって排出原単位が全然違ったりすることがあります。ダンボール、ティッシュ、そ

れぞれごとに、物として作るときに排出原単位が異なってくるので、こういうものを、例

えば何ら補正せずに本当に単一の指標でやってしまうと、一番低いところが競争力を持ち、

排出原単位が高いところが不利になって、そういうものを作る人たちがいなくなってしま

うということが考えられるので、こういうところを事細かに補正していくというのが、ま

さにベンチマークの最も肝になる部分だと思っております。そこについてはワーキングの

ほうでよく議論させていただきながら、できるだけ、例えば紙パというところで作っても、

いろいろな製品ごとに少しずつちゃんと補正はされて、皆さんが公平になるような形のも

のをしっかり目指していきたいと思っているというのが１点目でございます。 

 それから、スコープ１だけではなくて、スコープ２のものとか、いろいろなものを評価

するというのは、秋元委員のおっしゃるとおりだと思っています。ベンチマークは、製品

当たりの直接排出量で策定をした場合には、どうしても自家発を持っている事業者の方々

が、系統から電気を買っている事業者の方よりも、非常に原単位が大きく不利になるとい

う問題があると理解しております。ここは欧州も電炉のベンチマークを策定するときに自

家発事業者と系統からの買入れ事業者との公平性を確保するために、ベンチマーク指標を

直接と間接の両方の指標を見て策定をした上で、排出枠は当該事業者の直接排出量の比率

に応じて割当てを行うというやり方をやっています。これは口頭だけで説明していると非

常に難しい話になるので、いずれ資料を出して御説明したいと思っていますが、申し上げ



- 37 - 

 

たいのは、自家発でやっている人たちが、系統でやっているよりも不利になるのを補正す

るということをベンチマーク策定のときにはやっていきたいと思っています。 

 高度化法との関係、御指摘のとおりであります。例えば電源の部門で、特に発電の部門

は、世界的に見てもＥＴＳというのは、やはり火力発電に対する直接的なアプローチとい

うことがございます。一方で、高度化法でいう非化石のところの重なりで言うと、基本的

には火力を前提にしたのがＥＴＳの制度であると。火力の原単位ということを中心に考え

ましょうということになるのですけれども、現実を見ると、例えばいろいろな再エネ電源

が入っているとか、非化石電源が入っているようなところ等であれば、発電事業者によっ

てはできるだけ老朽火力とかを閉じてしまって、それによって排出原単位をよくするとい

うこともできたりします。実際は、この非化石の部分と連動してくる部分というのもある

と思っていまして、そういう意味での重なりというのも意識しながら、一方でどういうも

のが指標として最終的にいいのかというのは、発電ベンチマークをつくる過程でよく議論

をさせていただければと思っています。 

 密接関係者のところでも、まさに共同火力とかは典型ですけれども、石化の会社が親会

社になって、共同火力をやっているときは、石化の会社は化学のベンチマークで、共同火

力は発電のベンチマークということになるので、それぞれごとのベンチマークが適用され

ていくというような関係になると思っています。その上で、どうしてもＥＴＳなので、ど

この国でも制度対象の閾値というのがあるので、そこで外れてくる人たちというのはいま

す。ＥＴＳの外にある企業の人たちとの公平性の確保というのはすごく重要ではあるので

すけれども、では裾切りを幾らに下げたらいいのだというところもまた難しくて、そうす

ると、登録確認機関の準備が追いつかないということがありますので、まずはこういうと

ころでやっていくというのが私どもの考え方です。 

 一方で、我々、ＧＸリーグの見直しを今、進めておりまして、ＥＴＳ対象の企業以外の

人たちに、特にスコープ３に着目したような取組をＧＸリーグでやっていただけないかと

いうような議論などをしています。このような取組をやりながら、ＥＴＳの対象外になっ

ている人たちと、できるだけ脱炭素に対する取組、つまり裾切り値以下になったら、もう

何もやらなくていいですよというわけではなくて、排出量が少ない人たちは、ではスコー

プ３のところでしっかり貢献してもらうとか、そのような世界になっていくというのが１

つなのかなというように議論をしております。 

 非エネＣＯ２のところはおっしゃったとおりで、これは私どもの悩みでもあります。特
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にグランドファザリングを適用するところが結構難しくて、物によって、例えば今、石灰

製造のベンチマークをつくろうと議論していますけれども、石灰製造の場合は、大体３分

の２ぐらいが非エネで出てしまうというようなことで、石灰を作る以上、必ずそこの部分

の排出が出てしまう。逆にいうと、全ての事業者の非エネの排出原単位というのはそろっ

ているはずだというように考えられますので、したがって、できるだけベンチマークをつ

くりましょうというのがまず一番重要なところかなということで議論しています。 

 一方で、日本でカーボンニュートラルを目指していくというところで、ＧＸ推進法はエ

ネルギー起源ＣＯ２だけではなくて、非エネＣＯ２まで含めて対象にして、全体としてカ

ーボンニュートラルな構造をつくっていくということがＧＸ推進法の目的にもなっており

ます。したがって、非エネの部分を取り入れていくということは重要かなと思います。こ

こら辺の非エネの部分をどのような形で考慮できるのかというのは、ベンチマーク、ある

いはグランドファザリングの水準論のところで詳細に議論させていただければと思ってい

ます。 

 10％制限は、そこから始めるというところで、将来的には吸収クレジットが主力になっ

てくるような業態の方々がいらっしゃると思いますので、そういう方々がしっかりとつい

てこられるような形で制度見直しを随時やっていくという視点が重要かなと思っておりま

す。 

 望月委員からいただいたのは密接関係者の義務の内容のところでございまして、基本的

な義務の構造としましては、密接関係者にくくられたら、ある意味で全ての電子的な保有

義務、例えばこの絵で言うと 45 万トンの保有義務というのを全部親事業者のほうに寄せ

て、しっかりと償却されているかという義務を全部かけます。不足量というのをそこで判

断して、子会社、関連会社の部分というのは、完全に義務の対象から除いてしまう、何ら

保有義務は課していかないという形の構成にしまして、こっちのほうに寄せるというとこ

ろが今回の法律的な構成になっているというところであります。 

 それから、米国が気候変動のいろいろな政策を修正しているというところを、私どもと

しては、おっしゃったとおり、これがチャンスだというぐらいの形で取り組んでいくべき

だと思っておりまして、先ほど御挨拶した畠山もよく言っております。その間に我々は競

争力をつけていくのだと。技術開発をしっかりやっていくのだというような形で、むしろ

日本がリードする期間を与えてもらったという形で、しっかりここの投資をどうやってや

っていくのかというようなことが大事かなと思っております。 
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 ルールを早めに示していくというのは、そのとおりだと思っています。したがって、非

常にきつい日程で年内にルールを決めていくということなのだと思います。特に取引とか

のことを考えると、実際は 26 年ではなくて 27 年の秋口に取引所の開設と具体の取引が始

まるのですが、企業の皆様から、価格を早く示してほしいというようなニーズが強いので、

そのようなものを年内に決めてしまうというようなスケジュールでおります。したがって、

実際の取引が開始されるかなり前に、もう上下限価格を決めてしまうという形で、それに

よって全体としてＧＸ投資が促されていくような環境をつくっていくというようなところ

が大事かなと思っております。 

 それから、独立性の部分は、現状、ＧＸリーグの第１フェーズでは、検証対象企業と検

証機関の間に経済的な利害関係がないかとか、家族、または近親者の密接な関係がないか

などを規定しております。そういう意味では、検証機関において、我々の理解するところ

だとＩＳＯ14065 とかＩＳＳＡ5000 とかもそうかもしれません。国際的な規格基準におい

て、機密保持とか利害関係からの独立というようなことが規定されていると理解していま

して、そういう意味では算定の、そのものをお手伝いするとかということはなかなか難し

いのだろうと。自己監査的になってしまうという側面があるのだろうなと思うのですけれ

ども、一方で、排出削減を進めていきますよというコンサルティングみたいなものはすご

く重要だし、おっしゃったとおり、ここの部分は認証ビジネスとして今後非常に発展して

くる可能性のある部分だと思っています。私どもとしては認証ビジネスとしての発展をい

ろいろな日本の企業の皆様にもチャンスをつかんでいただきたいと思っておりまして、そ

ういう意味ではここをてこにビジネスの拡大をしっかりやっていっていただくというよう

なことは検証機関の方々、監査法人系の皆様にもよろしくお願いしたいなと思っておりま

す。 

 それから、すごく多岐にわたっていて、池田さんからいただいたものは全部お答えでき

ていなかったら、後でいただければと思いますけれども、私どもとしては、まさに経済成

長と排出削減の両立というのがＧＸの真髄だと申しておりまして、これをどうやっていく

か。カーボンリーケージをどのようにして回避していくかというのは、すごく重要なとこ

ろなのだろうなと思って、日々取り組んでおります。 

 その中で、カーボンリーケージのところもそうなのですが、全体として、ＧＸ政策でず

っと説明しているのが、制度と支援の一体型というようなことを申し上げておりまして、

私ども、この制度だけで排出削減をやっていただくというようなことはアプローチとして
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取っておりませんで、まさに 20 兆円の回収の仕組みとしてつくりながら、一方で、先行

して今、足元で非常に大規模な支援をやっております。したがって、この大規模な投資支

援策と今回の排出量取引制度は一体だと我々、考えておりまして、実際、20 兆円のＧＸ

経済移行債の回収は、その一部を有償オークションの部分で担っていくということが法律

上決まっております。今回、無償枠の制度をつくっていきますけれども、この炭素価格を

有償枠のところの 2033 年にうまく誘導して、2050 年までにＧＸ経済移行債をしっかり返

していくということを同時にやっていくということで、これもなかなか難しいチャレンジ

ングなことでありますが、両方をやっていかないといけない。一番お伝えしたかったのは、

もちろん経済成長実現で、そのために、この制度だけではなくて、ぜひＧＸ経済移行債の

支援を使って、皆さんには国内投資をしっかりやっていただいて、カーボンリーケージを

回避できるような事業環境をつくっていくということかなと思っています。 

 ベンチマーク水準は、例えば、Ａ業種は５年後の期間に上位 20％に持っていってくれ

と。Ｂ業種は上位 30％に持っていってくれというような判断が、どのようにして公平に

できるのかといったところに悩ましさがあると思っていまして、同一業種内で達成してい

る人たちがいるのであれば、それについては同一の水準でやっていくというようなことが

基本なのではないかと思っています。特に、例えばＡで 20％、Ｂで 30％としたときに、

Ａ業種の人たちは必ず自分たちも 30％にしてくれと言ってくると思っていまして、そこ

の、我々として判断できる明確なデータなり、根拠なりを持ち合わせていないという現実

があります。そういう中で、海外のＥＴＳの制度なども、そういうところは業種横断的に

一律に削減率の水準を決めていると、我々、認識しております。 

 一方で、おっしゃったとおり、これは制度が始まって、少しやってみると、どうしても

達成できない水準に実はあるのだよとか、いろいろなことが出てくるかもしれないので、

そのときは、実際データが取れると思いますので、データを取りながら、我々として、そ

この補正を図っていくというようなことをアプローチとして取っていけないかと思ってお

ります。 

 Ｍ＆Ａについては、吸収合併の場合には、例えば合併前の会社が制度対象になっていれ

ば、義務として承継するとかいうことがＧＸ推進法に書かれています。新設合併の場合は、

その新設した合併年度のところから 10 万トンを超えてくるかというのを計測開始すると

書いていますけれども、そこら辺は今後、分かりやすく、どのようなものがあるのかとい

うのをお示ししていきたいと思っています。 
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 すごく長くなっていてすみません。利用可能なクレジットというところで、今後、多分、

パリ協定の６条２項のクレジット、あるいは４項のクレジット、いろいろ充実してきたと

きに、特に相当調整がついているものの扱いについては、それがものとして実際に出てき

たときにどういうものなのかというのを議論していくことが必要になってくるのかなと思

っています。 

 法人全体の排出量のところで、小さいところをどうするのかという話は、まさに内閣官

房のＣＰワーキングのときに、そういう事業者の方々からそういう意見もいただいて、例

えば地方の小さい営業所の排出量のスコープ１まで合理的保証水準で実地確認するのかと

いうような話とかいただいています。したがって、法人単位でやりながら、特に事業所単

位で 100 万トンということを一つのメルクマールにしたいと思っていますけれども、100

万トンの方は合理的水準の確認、それ以外の、そういう施設を持っていたとしても、地方

のところは限定的水準の確認とか、うまく切り分けて、しっかりとやっていきたいと思っ

ているということであります。 

 もっといただいていた気もしますけれども、また足りていなかったら、足りていません

とお伝えください。すみません。 

○大橋委員長  ２回、３回、御発言いただいても構いませんので、もし回答漏れとか追

加がありましたら、ぜひこの機会にいただければと思います。 

 続いて冨田さん、お願いします。 

○冨田委員  ありがとうございます。連合の冨田でございます。 

 連合は、ＧＸを推進する上で最も重視すべき点は、日本の産業の維持・発展と、良質な

雇用の維持・創出にあると考えてございます。そのため、今回の委員会の課題であります

排出量取引制度の具体的設定を考える上では、代替技術の有無や国際競争力への影響、カ

ーボンリーケージの可能性などを踏まえる必要があると思ってございます。 

 これらの観点を踏まえまして、既に多くの委員の皆様から出されている意見と重複する

点もあるかと思いますが、本日示された論点に対して５点、意見を申し上げたいと存じま

す。 

 まず１点目が 14 ページ目の密接関係者との共同での届出についてです。排出量申請に

係る業務や必要工数を懸念する声は連合にも寄せられておりますので、子会社などの負担

軽減の観点から、制度の設計の在り方はあるかと思いますが、密接関係者との共同での届

出は有用であると考えてございます。 
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 ２点目が 17 ページ以降にあります排出実績量算定の考え方についてです。この排出実

績量の算定に当たっては客観的かつ定量的に算定できることが望ましいと考えます。特に

省エネ法などの既存制度や、自治体で先行導入されている排出量制度との整合性に加えて、

諸外国と算定・測定方法を共有し、標準化しておくことも、排出量取引制度の実効性や事

務効率を高める上で重要であると考えてございます。また、猛暑などによる急激な需要増

や政策的な要請による企業活動の増加など、企業努力を超えた場合の調整措置などもあら

かじめ組み込んでおく必要があると考えます。加えて、レジリエンスや省エネを目的とし

た自家発電やコージェネレーションなどのオンサイト発電についても配慮が必要と考えま

す。なお、制度の実効性を確保するには、企業が予見性を持って対応できることが必要で

すので、算定や測定方法に対するガイドラインの整備なども併せて御検討いただきたいと

存じます。 

 ３点目は、26 ページ以降の登録確認機関制度についてです。排出量を正確に測定する

ことが制度の根幹でありますので、第三者による確認を通じて、排出量の信頼性と市場の

健全性を確保することは必要不可欠だと考えております。そのため、登録確認機関の定期

的な登録要件の確認手続は透明性、公平性、公正性を十分に確保することが重要だと考え

てございます。なお、確認作業における保証水準の段階的な強化は、人的リソースの集中

を回避する観点からも有効であると考えておりますが、保証水準は制度の信頼性に深く関

わりますので、諸外国との整合性を含め、量と質の十分なバランスを考慮した設計が必要

ではないかと考えてございます。 

 それから４点目が、40 ページにありますベンチマークの具体化に向けての考え方でご

ざいます。排出量枠の割当量の設定に当たっては、現場実態やトランジションに要する時

間軸を十分に考慮し、原材料の転換や電化、脱炭素技術の開発、社会実装を着実に後押し

できる目標設定であることが重要であると考えてございます。こうした観点を踏まえます

と、ベンチマークの具体化を進めるに当たってはカーボンリーケージリスクや研究開発投

資、既存設備の脱炭素化など、社会全体の脱炭素化を含めた追加割当枠の拡大や、活動量

の変動に対する調整措置、諸外国の事例などを参考にした対応など、総合的かつ実効的な

制度になるような検討をお願いしたいと考えてございます。 

 最後の５点目は環境整備についてです。産業競争力の確保と公正な移行の実現の観点か

ら、脱炭素移行にかかるコストは、特定の産業だけではなく、便益を享受する国民全体で

広く負担することを基本に、丁寧な議論の上で進めていくことが重要であります。特にコ
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スト負担に対する国民の理解醸成に向けては、国が率先して取り組むことが重要であり、

様々な層に対する消費者教育の実施、ＧＸ対象商品であることが消費者に分かりやすく伝

わる表示や仕組みの構築、省エネ商品や暖房効率の高い設備導入を促す補助金や税制優遇

制度など、こうしたものを並行して検討し、十分な説明の下で国民的な合意に努めていた

だきたいと考えてございます。 

 私からは以上です。 

○大橋委員長  ありがとうございます。続いて髙村さん、お願いします。 

○髙村委員  ありがとうございます。これまでの事務局からの御説明、それから委員か

らの御発言を伺っていまして、制度設計はなかなか大変だなというのを改めて感じており

ます。 

 冒頭に畠山局長がおっしゃったことは、制度を考える上での基本的な方針といいましょ

うか、方向性を出していただいたと思っていまして、１つは、揺るぎなくＧＸを進めてい

くという決意でもあり、同時に制度としては、企業間の公平性、しっかり排出を削減しな

がらネットゼロに向かう産業経済構造への移行を果たすという実効性、それから産業競争

力の強化と、３つのポイントがあると私は受け止めました。一方、これらをこの制度だけ

で全部実現する制度設計を行うというのはなかなか大変だと思っているところでもありま

す。先ほど若林さんもおっしゃいましたけれども、恐らく排出量取引制度だけでできるも

のではなくて、排出量取引制度をうまく公平に実効的に運用しつつ、しかしほかの施策・

制度と併せもって、先ほどの３つ、公平性、実効性、産業競争力の強化を実現していくと

いう視点が重要だと思っています。 

 といいますのは、全て、この排出量取引制度だけで実現しようと思うと、制度が非常に

複雑になってしまう。もともとカーボンプライシング、排出量取引制度で一番期待したい

のは、将来にむけて、価格のシグナルにより中長期的な投資の予見性を示すということだ

と思うのですけれども、制度が複雑になることで、中長期の炭素の排出のコスト、将来に

わたって脱炭素に向けてどういう投資行動が必要なのかというシグナルが分からなくなっ

てしまうことを懸念いたします。これはベンチマークの議論のときにも多分言うと思いま

すけれども、重要な視点だと思っております。 

 今日、お尋ねいただいている点について申し上げたいと思います。まず、密接関係者と

の共同の届出のスライド 14 以下についてです。改正ＧＸ推進法上、一定の資本関係とい

いましょうか、少なくとも連結の関係にある事業者間の共同達成の仕組みだと思うのです
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けれども、一方で、上野委員ほかからも御指摘がありましたが、法令上は投資の一体性と

いうのが要件に入っていて、これをどのように判断するのか。私見を申し上げると、共同

達成というのは対象企業に目標達成の柔軟性を与える制度だと思いますので、投資の一体

性という要件はなくてもいいのではないかと正直思っていたところではありますけれども、

この投資の一体性というのをどう判断していくか。資料の中では、移行計画を見ながらと

いうことですけれども、なかなか判断が難しいところもあるように思いまして、どういう

判断基準でやっていくのか。これは、いわゆるグループ内の企業間での共同達成を認める

要件になると思うので、確認をさせていただければと思います。 

 ２つ目が、これも異なる言い方でほかの委員からも御指摘があったと思うのですけれど

も、グループ会社間での共同達成を認めるときに、例えば排出量の虚偽報告ですとか、目

標未達の場合の責任の帰属の問題についてどのように整理をされているのかという点です。

法令上は届出を行った者が様々な義務を負うことになっているのですが、共同で達成する

ことを届け出るときに、複数の事業者の中のどれかを指定するのか、あるいは共同届出と

いう形になるのか。とりわけ共同で届け出る形となると、責任の帰属の問題について整理

が必要なように思っております。これはご質問でもあります。 

 ３つ目の点が算定方法についてです。スライドの 17 以下だと思うのですけれども、事

務局から御提案いただいているように、関連する法令、例えば、省エネ法、温対法の算定

報告制度との整合性というのは非常に重要だと思います。制度ごとに違う方法論で、違う

形で報告が求められるということは対象事業者さんの負担の重複となる。むしろ負担を緩

和して低減するために整合性をできるだけつけていくというのは非常に重要だと思います。 

 その上で、登録確認機関の確認のところとも関わるのですけれども、スライドの 17 以

下の資料でもつけていただいている、特に算定方法の類型のところに関わるのですが、一

定のガイダンス、指針の明確化が必要ではないかという点です。これは、対象事業者が、

何をすればいいのか。いうなれば、何を行えば確認を得られるのか。確認を担う側からす

ると、何についてどうしたら確認をしたことになるのかを明確にすることが必要ではない

か。例えば、これは昨年度行ったヒアリングの中でも、たしか自工会さんも御指摘になっ

ていたと思うのですけれども、どの事業所について、何によって計測することが必要なの

か、どういうモニタリングが必要か。確認する側は、それを書面で確認して、確認を与え

ていく、あるいはインタビュー等々行って確認を与えていくわけですけれども、恐らく活

動量にしても、排出係数にしても、それを証明する証書類の作成・整備、記録の保存、そ
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れから、特に合理的水準の確認のときに重要になっていくのは内部統制がどうなっている

か。こうした点について、事業者が何をしなければいけないのかということを明確化する

と同時に、確認する側が確認をスムーズに行うためのガイダンスが必要ではないかという

ことであります。実施指針の中に盛りこまれる内容としてぜひ検討いただければと思いま

す。 

 それから、４つ目が登録確認機関、スライド 26 以下のところについてです。事務局の

資料でも示されているように、排出量１トンの削減が金銭的価値として、逆にいうと排出

量１トンが金銭的負担として事業者に返ってき得るという観点から確認のプロセスは非常

に重要です。その意味で、将来的に合理的水準の確認に移っていくという方向性に私は賛

成したいと思います。ただ、これはさっき申し上げたとおりで、合理的水準になっていく

と、確認の業務の作業量、そしてそれに対応する事業者の作業量は増えるので、その意味

でも、できるだけ早い段階から、何をすべきかということを具体的にお示しいただくのが

いいと思っています。先ほど例示として挙げましたけれども、モニタリング、内部統制、

記録の扱い等々です。これはぜひ御検討いただきたいと思います。 

 確認に関わっては、ほかの委員からも御指摘がありましたけれども、特にサステナビリ

ティ情報の法定開示の制度との調整というのは、ぜひお願いしたいところです。これは金

融審議会でも同じ議論が出ています。ただ、難しいのが排出量取引制度は法人単位のスコ

ープ 1 が対象で、制度開示のほうは連結単位のスコープ１、２、３が対象なので、なかな

か調整するのは難しいところがあると思うのですが、できるだけ調整していただくことを

期待しています。 

 ただし、排出量取引制度は、先ほど申し上げたように企業の金銭的負担なり金銭的価値

につながるため、排出量の算定に十分な厳格さ、正確さが必要なのに対して、いわゆるサ

ステナビリティ情報の法定開示のほうは、排出量の情報は重要ですけれども、むしろそれ

を通じた企業の中長期的なリスクや機会、財務影響というのをしっかり示すことが必要で、

目的が違っているように思います。その意味で、何が排出量取引制度にとって必要な保証

水準なのか。保証というとよくないですね。確認するために何をしなければいけないのか

というのを明確にするほうがいいと考えている理由でもあります。 

 とはいえ、この２つについて、先ほどの整合性という意味で共通しておいていただきた

い、あるいはしたほうがいいと思っているのが、担い手の資格と、それから、特に、求め

られるルールのコンプラ違反の場合の義務・責任についてです。登録確認機関の場合は法
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令上、少なくとも実施指針ないしは省令上定めることができるかと思いますが、確認を行

う機関、担い手の中立性、独立性、それから利害相反の回避の観点からの法令上の規律と

いうのはできるだけ共通していただいたほうがよいのではないかと思います。情報の信頼

性を高めるという点では双方の制度に共通して重要だと思うからです。 

 外部クレジットについてです。基本的に事務局の御提案に賛成です。その上で、今後、

詳細をもう少し検討いただきたいと思っている点が２つほどあります。１つは、若林さん

からも御説明があったように、上限価格、下限価格の設定、場合によっては臨時的な対応

というのが必要になる可能性がある。しかし、これは明らかに排出権市場、排出権価格に

影響があるので、これをどういう適正手続で決めるのかという点です。 

 それからもう１つは、Ｊ－クレジットとＪＣＭが当面対象となるのですけれども、この

２つを同じように扱うかどうかという点です。Ｊ－クレジットは、例えば中小の事業者さ

んに対しての投資・支援という形で、国内に投資を呼び、国内でお金が回っていくのです

けれども、ＪＣＭのクレジットは国外での削減・投資によるものであり、また、日本のＮ

ＤＣの達成上使えるかというのも、もう一つの課題としてある。したがって、どういうＪ

ＣＭクレジットであるべきか、パリ協定上相互調整がなされたクレジットかなど、一定の

要件が必要なようにも思います。 

 ２つと言いましたが、もう一つテクニカルな点として、こうしたクレジット、特にＪＣ

Ｍのクレジットの場合が問題になると思うのですけれども、これまで企業が目標達成に使

用し、リタイヤメント、償却をしたときに、その償却したクレジットは国に帰属するとい

う仕組みになっていると思いますが、これをどうするのか。償却時のＪＣＭクレジットの

取扱いについては日本の目標達成との関係で一定の整理が必要かと思います。 

 最後はベンチマークと移行計画についてです。これは本日の議論ではなく、今後の検討

だと思うのですけれども、ベンチマークについては、中長期的な排出削減の経路、いうな

れば中長期的な投資、炭素価格の予見性をどのようにつけていくかということが重要な指

針だと思っています。 

 関連してもう一つ。第７次エネルギー基本計画の中で、この排出量取引制度については、

非効率な石炭火力フェーズアウトに効果を及ぼす政策として記述をされていると思います。

これはベンチマークの設定の仕方、目標値の設定に特に関わるかと思いますが、こうした

エネルギー政策上、求められている効果が上げられるようなベンチマーク設定というのを

ぜひ念頭に置いてお願いしたいと思います。 
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 移行計画の検討もぜひお願いします。先ほど申し上げた共同達成のところだけではなく、

サステナビリティの開示でも移行計画を作成していれば開示の対象になっていると思いま

す。そういう意味では相互に連関性を持って移行計画の策定、開示が行われるよう、その

あり方についてぜひ議論ができればと思います。 

 以上です。 

○大橋委員長  では、ここで一旦事務局からお願いします。 

○若林参事官  すみません、お三方だと私がメモが追いつかなくて、回答漏れが発生し

ているのではないかと思いまして、お二方でまずやってみます。 

 まず連合の冨田さんからいただいた御意見ですけれども、密接関係者のところ、できる

だけ我々、広く認めていきたいというような考え方でやっております。兄弟会社の場合で

あったとしても、実態としては親会社のほうにここら辺のリソースがあって、制度対象に

はないのだけれども、兄弟会社を事務手続上、例えば代行してやっていくとかいうことも

あり得るかなと思っていまして、そのようなときに、親会社との関係で業務委託契約とか

を結んでいただくとか、そのようなことも必要ではないかと考えています。ここら辺、で

きるだけリソースが限定されている中で、どのようにして皆さん、効率的にやっていくか

というのは、我々、ルールとか、今後ガイドラインだとかＱ＆Ａとか、恐らくいろいろな

ものをつくっていかざるを得ないと思っていますので、そういう中で詳細を明らかにして

いくという形にしていきたいと思っています。 

 いろいろな諸外国のルールとの整合性の話で言うと、ＡＺＥＣの枠組みでもあるのです

けれども、日本はＳＨＫ制度を先行して導入してやっている。他方で、海外の国では排出

量の把握自体もやっていないということであります。このようなところで日本のノウハウ

だとかをどのようにして広めていくかということもやっていきたいと思っていまして、そ

のようにすれば、まさにアジア大でいろいろなものがルールとして共通化していくという

世界にもなるかなと思います。 

 あと、猛暑だとか、様々な特定の理由があると思います。災害もあるかもしれません。

そういうときに理由を一つ一つ考えて、これは緩める、緩めないというのは結構難しいと

ころもございますので、何らかの災害によって、ある特定のところの活動量が２年連続す

ごく上がったとか、あるいは減少してしまった、それを算定対象から除くとか、理由を問

わずに、基本的には活動量の数的なところで区切ってやっていきたいと思っています。 

 コージェネレーションなどのところは、先ほど秋元委員にも私から回答させていただき
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ましたが、自家発と、それ以外の系統から購入している事業者間の公平性をベンチマーク

の中で見ていく方法というのを我々も今、考えておりまして、それはいずれ示していきた

いと思っているのですけれども、１点、一番重要なのは、排出量取引制度は非常に技術中

立的な制度になっている。削減技術を問わずに、基本的に１トン削減されたものの価値を

そろえていくということでありますので、何らかの特定の削減技術に着目して、それをや

っている方々に追加的にいろいろな割当てをするとか、こういうことがなかなか不得意な

制度ではないかと思っていまして、やる場合には、コージェネレーションかどうかを問わ

ず、自家発と系統電力との公平性をどう確保していくかというような観点でやっていくの

が重要かなと思っています。海外でもそうしていると認識しております。 

 保証水準は諸外国とそろえていくというのはすごく重要ですねというのは、まさにその

とおりだと思っています。ＥＵは設備単位でやっているということで、非常に合理的保証

水準の検証がやりやすいということがあるのだと思います。したがって合理的保証水準の

検証をやっているということです。他方で我々、限定的水準の確認であったとしても、制

度運用者である我々としては、十分に意味のある水準としてやっているものだと考えてお

りまして、限定的水準の確認だからといって、水準が悪い、意味をなさないような確認が

されるということではないと考えております。したがって、質の担保は十分できていると

考えております。 

 いろいろな環境整備のところはまさにそのとおりでございまして、これは髙村先生から

もお話があったところですけれども、排出量取引制度だけに全てのものを全部乗せてしま

うと非常に複雑な制度になってしまうので、例えばＧＸ製品の需要喚起をどうするかとか、

どのようにしてほかの非ＧＸ製品と区分していくかの仕組みとか、こういうものはこうい

うもので別にしっかり考えていきたいと思っているということであります。 

 それから、髙村先生お話しの、シンプルにしたいというのが、制度運用している我々の

最大の悩みです。どうしても考慮しなければいけないところはありますので、その考慮し

なければいけないところをどこまでの範囲でやるのか。例えば技術中立的であるとか、幾

つか我々が維持していかなければいけないような哲学だけは維持した上で、他方で、補正

しないと競争上すごく不利になるようなところはしっかり補正していくというような形で

やっていくのかなと思っています。 

 密接関係者のところはまさにそのとおりでございます。移行計画でどういう内容を求め

ていくかにも関わりますので、移行計画の内容のタイミングでやっていきたいと思ってお
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ります。 

 共同で届出をすることになっているのかどうかというのは、すみません、確認を要する

ので申し訳ございません。 

 それから、サステナ保証との関係の調整といったところは、今回の資料も金融庁とすり

合わせておりまして、そのような形で進めていきたいと思います。これは先ほど望月委員

からお話しいただいた、準備のためにもできるだけ早くというのはまさにそのとおりであ

りまして、実は、有価証券報告書においてサステナビリティ情報開示の対象となる事業者

です。仮に時価総額 5,000 億円のところまで行った場合に、子会社も含んで大体 100 社ぐ

らいは、ここら辺の重複が生じるところかなと思っています。それ以外にも、サステナ情

報開示の対象にならないけれども、ＧＸリーグで今、グループＧでやっているという、そ

ういう方もいらっしゃいます。我々の推計なのですけれども、130 社ぐらいの方は、サス

テナ情報開示の対象にもなっていなかったりというような形になりますので、こういう

方々には、むしろ早めに準備していただく。そのときには、まさに髙村委員おっしゃった

とおりに、確認対象の事業者の方々とできるだけ早めに契約を締結していただいて、どの

ような形で実際にやっているのか、モニタリングをするのかというのをできるだけ早く詰

めていただかなければいけないと思っています。したがって、ここが最もルール上、急が

なければいけないところだと思っていまして、年度内にいろいろなものが施行され、登録

確認機関の登録も年明けから受け付ける。それで、130 社の方々が登録確認機関がいない

ということで、そうならない事態にどのように救っていくかというのもすごく重要なこと

だと思っています。したがって、場合によっては業界団体とかから、ちゃんと登録確認機

関を見つけていますかというようなこととか、きめ細かく、我々のほうでは確認していき

たいと思っています。 

 外部クレジットのところは、まさに御指摘のとおりだと思いますので、しっかりしてい

きたいと思っています。 

 すみません、取り急ぎこんな感じです。 

○大橋委員長  続いては吉高さん、お願いします。 

○吉高委員  ありがとうございます。皆さん、おっしゃっているとおり、非常に重要な

会議に参加させていただきまして、ありがとうございます。 

産業競争力、リーケージの問題、公平性、実効性、まさにそのとおりでございまして、

ＥＵが行き着いたいかに資金循環をつくるかというところが排出量取引の肝だと思ってお
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ります。規制側で削減コストがかかるなどに議論が集中してしまいがちなのですが、本件

は金融機関も非常に注目しております。なぜかというと、この制度設計により民間の資金

がどのように動くかというのが随分変わってくると思います。制度と支援を一体的に考え、

最終的に 20 兆円のＧＸ移行債の返済原資の一部とするため、単に取引制度として考える

ということにならないように、私自身も肝に銘じて関わってまいりたいと思っております。 

 そういった面で、この制度はフレキシブルに進めるというのがキーワードとして出てい

ると思います。このフレキシブルをどれぐらいの幅で考えていくか、この項目は決める、

この項目はある程度フレキシブルにというのを整理しておくのが前提になるかと思いまし

た。髙村委員がおっしゃったように予見性が重要ですが、実はそんなに簡単ではない。ま

ずはどこが確実にあまり変わらないところか、フレキシブルになるかというのは、あらか

じめ詰めておいていただくのが、予見性が上がるかと思っています。ＥＵ－ＥＴＳなどの

過去経験があったことなどをよく分析することで、その整理をしておくというところが大

変重要だと思っています。 

 それから、進め方について御確認させていただきたいのですけれども、11 ページの御

説明のときにパブコメの話があったと思うのですが、夏のパブコメとおっしゃいましたか。

この夏のパブコメはどこまでのどういうもののパブコメなのかというのを確認させていた

だきたいと思いました。最後のスケジュール説明でパブコメとありましたので、ぜひ教え

てください。 

 それから８ページの、今回の実施方針におきまして、排出割当ての実施指針は、先ほど

諸富委員の算定方法の御質問に対して若林さんのほうで任意とお聞きした気がしますが、

常に任意なのか、そうでなければ、どのタイミングでどう関わっていくのかというのを教

えていただきたいと思っております。 

 もう一つの御質問はベンチマークのワーキングです。これは明確にさせていただきたい

のですが、ベンチマークを決める際の、ワーキンググループ、事務局、ＧＸリーグなどの

役割です。ワーキンググループの議論がここで報告されるとさっきおっしゃったのですけ

れども、では、報告された後にどういう責任で決定していくのか。委員会によっては最終

決定について議論の時間がなくなったら委員長の裁量で決定というのもありますが、本件

は、どういう決定プロセスになるのかということを確認したいです。これらが全体の進め

方についての御質問でございます。 

 今日の議論項目ですけれども、基本的に皆さんがおっしゃっていたことでほとんど網羅
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されていたので、特にはございませんが、まずカーボンクレジットの扱いに関しましては、

最初 10％のスタートなのですね。これは他国を見て 10％だと思うのですが、日本は特殊

なので、質が担保され市場の流動性が確保できるのであれば、日本国独自で考えてよいと

いうのが私のスタンスであります。10％で始めるのはいいのですが、例えばＥＵが 2040

年目標にカーボンクレジットの利用についても是としてくると聞きます。日本国政府とし

ての相当調整後のカーボンクレジットの獲得というのが、目標として見えてきた際に、こ

の 10％がどういうタイミングでどのように変わるのかというのは影響が大きいと思いま

す。EU でも、ルールの変更によってマーケットの価格の乱高下がひどかったので、少し

ずつでもシグナルを出していくということも重要だと思っています。パリ協定 6 条が稼働

しますと世界全体のカーボンクレジット市場が今後活性化する可能性もありますので、そ

の状況も踏まえて柔軟に御対応していただく必要があるかと思っています。 

 あと登録確認機関について、先ほど髙村委員がおっしゃったかと思いますが、私もサス

テナビリティの情報開示の保証と連携していただくとお聞きしておりますので、心強いと

ころではございますが、基本的に目途が違いますので、違いというものを最初から整理し

ていただかないと、株主総会に向けての有報の情報開示が高度化されますので、ぜひ考え

ていただきたいと思っています。 

 あと、ＥＵ－ＥＴＳのときも認証ビジネスが非常に大きくなりました。新たに認証ビジ

ネスを始めたところも多々ありましたし、その際、どれぐらいの範囲で広げていくのか、

構想や見積もりなどがありましたら、ぜひ教えていただきたいと思います。 

 以上でございます。 

○大橋委員長  ありがとうございます。委員の方は一あたり御発言いただいたのではな

いかと思うのですけれども、もし特段漏れたとか、お話ししたい方がいらっしゃればあれ

ですが、大丈夫ですか。ありがとうございます。 

 それでは浅川様、男澤様の順で、もし御発言希望があればお願いできればと思いますが、

いかがでしょうか。 

○浅川オブザーバー  ありがとうございます。一般社団法人温室効果ガス審査協会（Ｇ

ＡＪ）の浅川でございます。 

 本日はこのような会合にオブザーバーで参加させていただきまして、ありがとうござい

ます。また資料を御説明いただきまして、ありがとうございました。 

 先ほどお話もちょっとありましたけれども、私どもＧＡＪはいわゆる業界団体というこ



- 52 - 

 

とでございますので、初めにＧＡＪの概要について簡単に御紹介させていただければと思

います。 

 私どもＧＡＪ、2003 年に設立されました温室効果ガス排出量を審査検証する機関の団

体ということで、設立当初は日本ＯＥ協会ということで、いわゆるＣＤＭ制度のプロジェ

クトの審査検証、あるいはその審査検証を目指す認証組織が参加して設立された団体でご

ざいます。現在は国内や海外でＩＳＯ認定を取得している審査機関で構成されているとい

うところでございます。 

 このため、設立当初の活動では、ＣＤＭ審査の普及啓発や審査員育成に係る、経済産業

省様からの委託事業等を行ってまいりました。また国内においても、経済産業省様の排出

量取引制度の試行的実施の際にはＧＡＪとして検証に関わるガイドラインの策定の御協力

をさせていただいたり、また現在、環境省様の排出削減に関わる事業について、これまで

の審査検証業務で蓄積された知見を踏まえて、間接補助事業の事務局業務を担当させてい

ただいているところでございます。 

 では、御説明いただいた資料に基づきまして、私どもからも幾つかコメントさせていた

だければと思います。 

 まず 17 ページに関連しまして、今回の算定の基準は省エネ法や温対法、算定・報告・

公表制度と整合的に進められていると理解しております。ここでは排出実績量として、エ

ネルギー起源ＣＯ２のほかに非エネルギー起源ＣＯ２とクレジット無効化量ということで

出ておりますが、確認という観点で考えますと、実務的には非エネルギー起源ＣＯ２、あ

るいはクレジット無効化量というところは、いわゆるこれまでの任意保証という範囲の中

ではあまり対象とされてこなかった部分なのかなと思います。このあたりの詳細は 18 ペ

ージや 21ページにも記載されておりますけれども、こういった非エネルギー起源ＣＯ２等

が具体的に抜け漏れなく算定されているか。例えば企業買収等で本社の業態と全く異なる

業態を買収して事業を進めていくというようなケースもあるかもしれませんが、そういっ

た、全然違う業界のところが入ってくるような場合にもきちっと抜け漏れなくカウントで

きるか。あるいは、適切なクレジットを適切に活用しているかというようなところは、や

はり比較的新しい分野かなと思いますので、算定される側、あるいは確認する側、併せて

それぞれにガイダンスの整備等は重要なのかなと思うところでございます。 

 また算定について、細かいところになりますが、先ほど御説明いただきました 18 ペー

ジの保守的算定ですとか、関連する 19 ページの計測機器精度等についても、御意見もあ
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ったかと思いますが、具体的に算定のときに、ではどのような要件が必要なのかというと

ころを少し整備されておくというのも大事なのかなと思います。 

 一方、登録確認機関制度につきましては、私どもＧＡＪ、国内外のＩＳＯ認証機関とい

うこともありまして、今回、幾つか意見が出てまいりました。まず 35 ページにつきまし

てですけれども、こちら、基礎的資格の２つ目の部分に関しまして、上場企業に対する排

出量保証/検証実績という条件を入れてということなのですけれども、これですと品質上

の担保というところがやや不明確ではないかということで意見がありました。例えば、Ｉ

ＳＯ14065 の認定を受けている機関に比べて、認定費用のコスト負担や、ＩＳＯに基づく

品質管理プロセスの運用に生ずる工数、そういった費用を考慮しないで、ある種、実績づ

くりというようなことで市場参入されるようなケースもあって、結果として持続可能な制

度にならないようなことにならないかと危惧する意見が出てまいりました。 

 例えば 28 ページで解説いただきました認定取得機関数の推移ということで、いわゆる

悪貨は良貨を駆逐するというような状況にならないように、例えば被認定機関の必要な機

関数を検討するとか、あるいは、３年の時間の中でも６号の認定の申請をすることを条件

とするなどの方法での健全な市場形成というところをお願いしたいということをコメント

させていただきたいと思います。 

 それから、31 ページの保証水準につきまして、準備期間の必要性というのはよく理解

できているところですけれども、特に 34 ページに示されるように、排出量取引制度では

諸外国も合理的保証水準の検証としていますし、あるいは日本国内でもＪ－クレジット制

度は合理的保証水準の検証を実施しておりますので、これらの制度との、なるべく早い整

合性の確保が望まれるという意見もございました。 

 最後に、37 ページや 38 ページの制度外の取組につきまして、確認業務の品質向上、人

材育成についても取り組まれるということでございますけれども、冒頭に御案内しました

ように、ＧＡＪはこれまで 20 年以上にわたって、この温室効果ガス検証の各分野で活動

を行ってきた団体となりますので、こういった業務にぜひ御協力させていただければと考

えております。 

 私からのコメントは以上です。ありがとうございました。 

○大橋委員長  では、続いて男澤さん、お願いします。 

○男澤オブザーバー  日本公認会計士協会の男澤でございます。 

 本日はこの小委員会に参加させていただくとともに、発言の機会をいただき、ありがと
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うございます。私から５つほどコメントさせていただきます。 

 まず 18 ページ目の算定方法のところでございます。この排出実績量に関する算定方法

の類型につきましては、排出目標量も含め、算定方法はできるだけ複雑化させず、客観性

が確保された形で整備、明確化していくことが望ましいのではないかと考えております。

それによって、算定、また確認業務が効率的に実施可能となり、ひいては制度の安定的な

運用につながると考える次第でございます。 

 ２点目といたしまして、27 ページ目でございます。制度設計の方向性でございますが、

確認業務の保証水準を段階的に引き上げるという案に賛同いたします。その上ででござい

ますが、この確認業務の体制構築に注力する期間におきましては、事業者様におかれまし

て、合理的水準での確認業務に向けた算定プロセスの整備、及び内部統制の高度化を含め

た体制整備を進めていただくことが重要かと考えております。国際サステナビリティ保証

基準、ＩＳＳＡ5000 を前提にいたしますと、限定的保証の場合でも、一定の内部統制の

理解、すなわち整備状況の検討は必要ですが、対象期間を通じた有効性の評価までは求め

られていないところです。一方、合理的保証の場合には、内部統制の有効性の評価自体も

必要となってまいります。すなわち内部統制の有効性が業務の前提となってくるというこ

とを踏まえてでございます。 

 ３点目です。31 ページ目に記載されておりますとおり、ＩＳＯ系、そして監査法人系

の機関が確認業務を担うことが想定されております。その中で、両者が通常準拠している

基準を基礎に制度設計いただくことで、監査法人系で申しますと、現在利用しているＩＳ

ＡＥ3410 ですとか、今後利用するＩＳＳＡ5000 に準拠する形で確認業務を実施すること

ができるようになると理解しておりますので、この設計の方向に賛同いたします。 

 その際でございますけれども、私どもといたしましては、ＩＳＡＥ3410 ですとかＩＳ

ＳＡ5000 をそのまま利用できる形が望ましく、追加的な要求事項というものは最低限に

していただきたいと考えております。例えば保証基準と検証基準間です。私どもでいえば

ＩＳＯ系の検証基準間の整合性を過度に求めるような要求事項が入ってまいりましたとき

に、ＩＳＳＡ5000 に基づいた業務受嘱の妨げになる恐れがあるのではないかという点を

懸念しております。 

 ４点目です。37 ページ目、38 ページ目の、制度外の取組として、確認業務の品質向上

を進めていくということについてでございます。確認業務の品質確保は私どもとしても非

常に重要だと考えております。詳細はこれから検討する段階かと思いますが、方向性に賛
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同するとともに、今後具体的な取組を検討される際には、私どもとしても協力できる部分

があるかと考えております。 

 最後に保証水準の表現ということに関してコメントさせていただきます。27 ページ目

と 31 ページ目に保証水準について、限定的保証、それから合理的保証という表現がござ

います。決して言葉尻を捉えたいわけではございませんが、正確にはそれぞれ限定的水準

の確認業務、合理的水準の確認業務という表現になるのではないかと理解しております。

私どもといたしましては、このそれぞれの保証というものが何を意図しているかというこ

とを想定利用者の方に誤解なく、正しく理解していただくことが制度の安定的運用上も重

要だと考えておりますし、この確認業務というものに関して、私どもが責任を持って遂行

して、責任を負う中で、私どもが安心してこの業務の検証機関として担っていくためには、

責任範囲の明確化という観点からも用語に関しては少し厳密に捉えたいということから、

ちょっと言葉尻のようで恐縮ですが、最後に発言させていただきました。 

 私からは以上でございます。 

○大橋委員長  ありがとうございました。事務局のほうから何かありましたらお願いし

ます。 

○若林参事官  時間も迫っているので手短にお答えいたします。 

 夏のパブコメについては、政令事項についてのパブリックコメントとしております。そ

こは対象事業者 10 万トンというのが政令で定められているので、そういうものを書いた

りとか、例えば離島の扱いをどうするかとか、算定に関わるそこら辺の部分について記載

されたものが夏の政令のところで出てくるという形です。 

 任意だと申し上げたのは、算定方法のところをどのようにするかということは任意なの

ですが、パブコメ自体はすべてかけてまいりますので、それについては必ず皆さんに、広

くパブリックコメントを付していきたいと思っています。 

 ベンチマーク委員会等は基本的に技術的なものを決めていきますが、最終的に小委員会

に報告するときのやり方は今後検討していきたいと思っています。 

 外部クレジットのところ、ここも皆さんの関心がすごく高くて、実際は今、６条２項の

クレジットというので、例えばＪＣＭはそこに位置づけられていると思いますけれども、

ＪＣＭのパートナー国以外で相当調整をやるような仕組み、あるいはボランタリークレジ

ットを活用してやるのかというのは、一つの大きな判断にもなってくると思いますし、確

かに相当調整ということではＮＤＣへの貢献というところは見られるのだと思うのですけ
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れども、一方で、全く日本の技術が生かされていないものがここの制度に入ってくるとい

うのが、これは本当に経済成長と排出削減の両立と言えるのかというような観点もござい

ますので、一つ一つ、結構しっかりと検討すべき課題かなと思っているということでござ

います。 

 あとは、後ろからいろいろなメモが来まして、共同届出のところは、そのメモの一つに

書いておりまして、共同で、まず親事業者、関連会社、子会社の人たちに届出いただいた

上で、これは共同の行為としてやってもらいます。その上で最終的に代表者となる親事業

者の方々が義務だけ負うという構成にしているということでございます。 

 それから、浅川様、男澤様、今日はお越しいただきまして、御意見いただきまして、ど

うもありがとうございます。 

 男澤様から最後、いただいたところの限定的保証、合理的保証というのは、この言葉が

今、使われているので、したがって今回はイメージしやすいようにこのようにしているの

ですが、具体的なガイドラインだとかというのを定めていくときには、そこら辺の言葉の

厳密性はしっかりと御相談させていただきながらやっていきたいなと思っております。そ

ういう意味では、今回の議論を踏まえて、具体的にはガイドラインとかの作業にもう入っ

ていこうと思いますので、その際にはぜひ御相談に乗っていただくよう、よろしくお願い

したいということが１点です。 

 あともう一つ、ＩＳＯ認定を取っている機関が５機関しかなく、それとそれ以外のとこ

ろという、これは非常に悩ましいところがありまして、今のＧＸリーグも、実は５機関以

外の検証を受けているようなところがございます。これは、例えば海外の認定機関で認定

を受けている大手のところの子会社だったりするところもございまして、そこが必ず悪貨

と良貨の関係になっているかというと、そういうことでもないと我々思っておりまして、

いずれにせよ、ここの入り口要件をあまり縛ってしまうと、それによって検証が受けられ

なくなる人たちが出てくるのを恐れておりまして、そこは広く取った上で、具体的なエン

フォースの中で適正性というのをしっかり確保していくというように取り組んでいきたい

と思っております。 

 すみません、以上です。 

○大橋委員長  ありがとうございました。大変様々な御議論をいただきまして、ありが

とうございました。ぜひ、事務局においては本日の議論を踏まえて検討を深めていただけ

ればと思います。 
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 １点だけ、私からなのですが、技術中立性を目指しながら、制度も複雑にならないよう

にしていかなければいけないというのはもちろんのことですので、それは排出量取引の制

度、あるいはほかの制度と補完させながら、全体として我が国のカーボンニュートラルを

進めていくということなのだと思いますが、この制度をつくる際に、やはり技術とか業種

の固定化につながるような形になってしまうと、これって、そもそもＧＸが目指している

産業構造の高度化という話と齟齬が生じることにもなるのかなと思います。そういう意味

で、ベンチマークのつくり方とか典型だと思いますが、あまり細かく作り過ぎてしまうと、

それはそれで手間もかかるし、問題も多いので、ここのあたりの頃合いは御苦労が多いと

思いますけれども、ぜひ気を付けて頂ければと思います。ありがとうございます。 

 それでは、最後に事務局からお願いいたします。 

○若林参事官  今日は大変いろいろな意見をいただきました。それで、皆さんの意見に

全部答えられていないところもあると思っておりまして、この後、私も YouTube をもう一

回見直したいと思っておりますので、それでまた意見交換などをさせていただきながら、

しっかり進めさせていただけたらと思っております。 

○大橋委員長  それでは、最後に伊藤ＧＸグループ長からお願いいたします。 

○伊藤Ｇ長  伊藤でございます。 

 改めまして、委員の皆様におかれましては、本日、大変活発な御議論をいただきまして、

本当にありがとうございました。多くの委員から身の引き締まるというお言葉を頂戴しま

したけれども、事務局一同も全く同じ覚悟でございます。 

 本日、制度の基礎となる論点について御議論いただきましたけれども、今後、本日挙が

った論点に加えまして、制度設計の上で大変重要な論点としまして、一例申し上げますと、

ベンチマークの業種について、制度開始時に上位何％の原単位水準の割当て、どのような

スピードで削減していくか。またグランドファザリングの削減割合とＮＤＣとの関係をど

う整理するか。ＧＸの研究開発投資を、ほかの投資とどのような基準で切り分けていくか。

さらに、上下限価格を当初どの程度で設定するか。無償枠制度と有償オークションとの円

滑な接続のため、どのようなスピードで設計していくか。などなど、大変多岐にわたる論

点を第２回以降、順次御議論いただくこととなります。 

 本日の議論にもありましたとおり、リーケージに目配りをしながら、環境と経済の好循

環であり、脱炭素、エネルギー安全保障、そして成長産業競争力という三元連立方程式を

解くと、こういう視点をしっかり踏まえまして、2026 年度の制度の稼働に向けまして、
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引き続きお力添えいただきますと幸いでございます。 

 最後になりますけれども、本日はお忙しいところ、お集まりいただきまして、ありがと

うございました。引き続きよろしくお願いいたします。 

○大橋委員長  ありがとうございました。 

○若林参事官  ありがとうございます。本日の議事要旨につきましては事務局で取りま

とめをいたしまして、皆様に御確認いただいた上で後日、経産省のウェブサイトに掲載い

たします。次回の日程については追って事務局より御連絡いたします。 

 それでは、本日はこれにて閉会といたします。本日は皆様、お忙しい中、御参集いただ

き、誠にありがとうございました。 

 

――了―― 


